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第６章 包括外部監査の結果と意見（農林水産関係） 

1.   「経営所得安定対策等推進事業」関連 

①事業の目的 

米の直接支払交付金、水田活用の直接支払交付金、畑作物の直接支払交付金等による

支援によって、農家の所得向上とともに経営の安定化を図っている。これは、国が農業

者個別所得補償制度を本格実施したことを契機に、平成 23 年度から実施をしているも

の。また、昭和 45 年から始まった米の生産調整対策事業を推進している。 

 

②予算額及び決算額 

 

 

なお、本事業は国の経営所得安定対策事業に基づくものであるため、財源は全額県支

出金によって賄われている。 

 

③事業の概要 

 松山市地域農業再生協議会の活動を通じて、経営所得安定対策等の周知、適切な交付金

交付に向けた要件確認等を実施している。 

ⅰ.事業周知用パンフレットの作成・配布 

ⅱ.制度説明会の開催、交付申請書の作成指導、受付 

ⅲ.現地確認、要件確認等の実施及び取りまとめと国、県への報告 

なお、松山市地域農業再生協議会は、上記の事務のほかに「耕作放棄地再生利用緊急対

策交付金」の交付を実施している。 

 

 

2.   「有害鳥獣捕獲緊急対策事業」関連 

① 事業の目的 

有害鳥獣捕獲許可に基づく捕獲事業の実施や、農作物被害防止のための防護施設の整備

など、行政、地域、関係機関が一体となって総合的な鳥獣被害防止対策の実施に努めるこ

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 4,500 4,500 4,500

決算額 4,100 4,140 4,340

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

負担金補助及び交付金 4,340 松山市地域農業再生協議会

合計 4,340

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 3,783 6,650 10,723
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とで、農作物被害軽減を図ることを目的としている。これは、農家の高齢化等により、荒

廃農地が増加しており、野生鳥獣の生息環境が変化し、有害鳥獣による農作物被害が広範

囲にわたり深刻化してきたことを背景としている。 

 

②予算額及び決算額 

  

 

本事業の財源はほぼ半分が国・県支出金、残りが松山市の一般財源となっている。 

 

③事業の概要 

有害鳥獣捕獲にかかる報奨金 

農業者、猟友会が組成する捕獲隊に対し、有害鳥獣捕獲数に応じた報償金を支出してい

る。 

負担金補助及び交付金等 

松山市鳥獣被害防止対策協議会に対して下記の補助を実施している。 

運営費用 13,511 千円（内、国の補助 12,221 千円） 

捕獲機材等購入費用 1,602 千円（内、国の補助 795 千円） 

中島地区捕獲イノシシ焼却処分経費（内、国の補助 202 千円） 

その他、農業者・猟友会に対して、下記の事業を実施している。 

・愛媛大学との連携による鳥獣に強い集落づくり支援モデル事業の実施 

・感知センサー付き箱わなの設置・侵入防止施設等資材購入費補助金の支出 

（個人又は共同で防護柵等を設置した経費への支援） 

・狩猟免許取得補助金の支出（農業者等が新規に狩猟免許を取得する経費の一部支援） 

・モンキードッグによる追い払い活動の実施（ニホンザルを追い払う犬の訓練費用・活動

費用への支援 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 58,141 63,989 58,756

決算額 54,807 59,734 52,509

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

賃金 62

報償費 27,961 有害鳥獣捕獲にかかる報償金

旅費 16

需用費 215

役務費 70

委託料 1,361

負担金補助及び交付金 22,824
松山市鳥獣被害防止対策協議会　15,983千円
鳥獣被害防止施設等資材購入費補助金6,042千円

合計 52,509
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3.   「次代につながる果樹産地生産力向上支援事業」関連 

(1)  次代につながる果樹産地生産力向上支援事業 

①事業の目的 

 市が認める果樹有望品種（紅まどんな、せとか、カラマンダリン、なつみ、甘平等）の

産地生産力の向上を目的とした品種転換、栽培施設導入、担い手確保、優良農地の再生利

用等の事業に対して総合的に支援し、担い手確保・育成の観点から活力ある持続可能な力

強い果樹農業を目指すものである。 

 

②予算額及び決算額 

  

 

本事業は全額松山市の一般財源負担によって実施されている。 

 

③事業の概要 

ⅰ．有望果樹品種の高品質・安定生産支援（農用地区域内での実施）   

 下記ⅱ．とあわせて平成 29 年度補助額 44,055 千円 

紅まどんなのハウス施設、防風ネット、防鳥ネット、潅水設備導入に対し資材費の 2 分

の 1 以内を支援する。 

ⅱ．担い手・新規就農定着支援（農用地区域外での実施） 

認定農業者や人・農地プランで地域の中心となる経営体として位置づけられた農業者が、

農用地区域外で紅まどんなのハウス施設や潅水設備を導入する場合、資材費の 3 分の 1 以

内を支援する。 

（紅まどんなハウス施設等の整備支援の必要性） 

紅まどんなについては、近年栽培が開始され、年々出荷量が増加しているが、依然とし

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 112,475 94,435 77,472

決算額 96,519 72,403 51,169

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

職員手当等 25

旅費 81

需用費 17

役務費 76

負担金補助及び交付金 50,970

次代につながる果樹産地生産力向上支援事業補助金
(興居島・中島・北条・旧松山の認定農業者及び各営
農集団とえひめ中央農業協同組合・松山市農業協同
組合）

合計 51,169
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て他の柑橘類と比べてかなり高い単価を維持できているため、松山市としては紅まどんな

の生産に必要なハウス施設等の整備支援を行うことで産地生産力の向上を企図している。 

 

（出典：松山市産業経済部農林水産課作成資料） 

 

（補助実施による狙い） 

従来の柑橘農家が紅まどんなへの改植を行う上での問題点として、 

a．収穫できるまでに下記表のとおり 800 万円以上の初期投資が必要で、無収益期間が５

年以上になる 

b．収穫が始まってから投資額を回収するまでに７年以上かかる（補助がなかった場合） 

c．施肥・潅水・薬剤散布といった栽培する上での必須となる負担 

があげられる。 

 

（出典：松山市産業経済部農林水産課作成資料） 

営利農家への支援として、補助ではなく貸付による方が市の財政負担上も好ましいと考

えられるが、松山市産業経済部農林水産課としては、「上記の生産者負担を考慮すると、

徐々に収穫できるようになったとしても、かかった費用を回収するのに長い年月がかかる

ことが容易に想像でき、将来的に利益が確保できることが分かっていても、なかなか生産

者は手を付けづらいの現状である。仮に貸付をしたとして、貸付金を返すことができるよ

うになるのが収益が確保できるようになり、自己負担分を回収できてからとすると、７年

以上はかかってしまうことが想定されることから、本事業は補助によることが望ましい」

と判断している。 
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なお、紅まどんな・せとかなどのまつやま農林水産物ブランドを推進していくためにも、

生産者の負担や不安を減らすために市として支援していく必要があるため、補助という形

での支援を今後も検討をしている。 

 

ⅲ．耕作放棄地活用農業参入等支援 平成 29 年度補助額 3,922 千円 

  国の「耕作放棄地再生利用緊急対策事業交付金」を活用した耕作放棄地復旧事業に対し、

市独自で上乗せ補助を行うもので、「えひめ中央農業協同組合」などに交付している。 

 

ⅳ．病害虫対策（薬剤・伐採作業）について 平成 29 年度補助額 2,350 千円 

市の定める品種（紅まどんな、せとか、甘平、温州みかん、はるみなど）の正品率の向

上、安定生産に必要な病害虫対策に要する経費を助成するものである。 

実際の伐採作業は地元の住民が行っているが、各農協が取りまとめを実施していること

から、事業実施要領においても事業実施主体は「市内農業協同組合」と定めてこれに交付

している。 

 

（市が助成して実施する理由） 

柑橘放任園の伐採を支援するのは、病害虫の発生源や温床となり得る放任園がかんきつ

園地に影響を与えるのを防ぐためであり、果実の品質低下の防止・安定供給のためには不

可欠な作業となっているため、作業経費を補助することで早急な伐採活動を推進している。 

 

なお、平成 30 年度に当該支援は終了する予定である。 

 

ⅴ．収益性の高い品目への改植支援 平成 29 年度補助額 643 千円 

 地域特産品種（アボカド）への改植に支援する。 

 

(本事業（ⅰ～ⅴ全て）の終期が設定されていない理由) 

松山市産業経済部農林水産課としては、依然生産者の有望品種に対する意欲が高く、果

実の高単価も維持できているため、終期を含めた事業の継続については、需要や価格、生

産者の意欲など様々な状況を考慮し検討する方針であり、基本的に継続を予定している。 

 

(2) 次世代につなぐ果樹産地づくり推進事業 

①事業の目的 

TPP の合意により、今後、段階的にオレンジ等の生果、果汁の関税が撤廃される中、

これまでの周年供給体制強化等への取組みを踏まえ、愛媛県は新たな果樹農業振興計画

（目標 37 年）の基本理念「次世代につなぐ人・樹・園地づくりと高品質生産による愛

媛ブランドの強化」のもと、労働力や担い手の確保、園地力強化、商品力向上により、

次世代につなぐ果樹産地の育成を図るため、事業費のうち 3 分の１以内の補助を市町に

対し交付するものである。 
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松山市はこの愛媛県からの補助を活用して、「紅まどんな」等柑橘の高品質生産に必

要なハウス等施設の整備及び労働力確保のための取組や基盤整備に対して事業費の 6

分の１以内の補助を行うもの。結果、先述の県からの補助（事業費の 3 分の１以内）と

あわせ最大で事業費の 2 分の１以内を補助することで、次世代につなぐ果樹産地の育成

を図ることを目指している。 

②予算額及び決算額 

 

 

 

本事業の財源としては、愛媛県からの補助が 3 分の２、松山市単費が 3 分の１となって

いる。 

 

③事業の概要 

ⅰ 労働力確保支援 

農作業受託組織の育成・強化やアルバイト等労働力確保のための取組等、産地自らが考

える産地維持のための具体策の検討・推進に係る取組を支援。 

ⅱ 担い手確保支援 

新規就農者の経営開始時に引き継ぐ早期経営安定に必要な施設等の整備 

ⅲ 園地力強化支援 

「紅まどんな」、「甘平」等の高品質生産に必要な施設等の整備。省力化、低コスト化、

気象災害、鳥獣害防止等に必要な施設機械等の整備。 

ⅳ 商品力向上支援 

 消費者ニーズへの対応や周年供給体制の強化のための集出荷貯蔵機械、新商品製造販売

機器等の整備。 

 

4.   「魅力ある「まつやま農業」創出事業」関連 

①事業の目的 

農業従事者の高齢化と担い手不足等により、農地の荒廃や生産力の低下が進み、さらに、

農業所得が低迷するという「負の連鎖」を断ち切り、新規就農者の育成・定着に結びつく

支援と、地域資源を活かした所得と仕事の確保等に生産団体や生産者、流通関係者等と協

働で取り組み、家庭内労働的な旧態依然とした農業を魅力ある産業としての「まつやま農

業」に再生し、持続可能な力強い農業の実現を目指すものである。 

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 0 16,955 27,044

決算額 0 12,066 18,252

節
平成29年度
　決算額

主な内容

負担金補助及び交付金 18,252 えひめ中央農業協同組合に対する補助金

合計 18,252
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②予算額及び決算額 

 

平成 27 年度は「まつやま農林水産物ブランド活性化対策事業」（決算額 25,956 千円）、

「持続可能な農業の構築事業」（決算額 14,435 千円）として別事業で実施されていたもの

である。 

 
 

③事業の概要 

ⅰ．担い手・新規就農者育成支援   

新規就農者の 56%が「営農技術の習得」を参入障壁としており、「農地の確保」や「資

金の確保」に次ぐ割合となっているが、この分野の政策支援は遅れている。このため、本

事業で松山市内ＪＡと新規就農者の育成・支援に関する協定を結び、就農希望者や新規就

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 0 58,519 40,256

決算額 0 50,195 37,223

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

報酬 11,603 非常勤職員報酬

職員手当等 688

共済費 2,071 臨時職員等保険料

賃金 4,935

ブランド産品を使った商品開発に当たり、平
成29年度新たに首都圏でのマーケティング調
査や販促活動を行うための臨時職員2名分の
賃金等。

報償費 20

旅費 3,575
「せとか」トップセールス等33件の支出
（最大額283千円）

需用費 3,904 消耗品費2,318千円、燃料費1,584千円等

役務費 189

使用料及び賃借料 86

原材料費 250

備品購入費 167

負担金補助及び交付金 9,689
まつやま農林水産物ブランド化推進協議会
（会長　胡 柏、事務局長　庄司 求）

償還金利子及び割引料 47

合計 37,223
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農者の情報を共有するほか、ＪＡが行う就農前研修の補完研修や、就農間もない新規就農

者への指導を行うことで、営農意欲の減退や離農を防ぎ、担い手を育成・確保する。また、

既存の技術取得支援とあわせて、新たに就農予定者への個別相談や、就農計画の相談、栽

培基礎指導、就農後の現地指導など、農業者の自立に向けて一貫した指導を実施する。  

ⅱ．産地育成支援   

松山市では、「温州みかん」、「イヨカン」などの基幹品目の価格が低迷し、生産コス

トを下回るなど、厳しい状況にあると推測される。このため、「まつやま農林水産物ブラ

ンド」認定品の「紅まどんな」、「せとか」、「カラマンダリン」や育成品目の「アボカ

ド」などを収益性の高い品目として位置づけ、生産者団体等と協働で現地栽培指導などの

生産力向上支援を行う。 

さらに、消費者の生活様式の変化や、ニーズの多様化を受け、関係機関と連携して、新

たな有望品目の探索や、市場性などの調査研究を行うことで、持続可能な産地育成や、産

品の高付加価値化による新たなブランド化につなげている。  

育成品目としてアボカドを導入した経緯は下記 a.～d.のとおり。 

a. 柑橘の価格が低迷し、耕作放棄地が増加してきたため、新たな有望品目を探してい

た。 

b. アボカドは健康志向の高まりで需要があるが、国内に産地が無く、栽培に手間がか

からないことから、松山市内で栽培している生産者が確認された。 

c. 耕作放棄地の増加を抑制し、柑橘の補完的品目として有望であることから、アボカ

ドを選定し、松山市独自の推進品目として栽培導入することを決めた。 

d.  なお、アボカドは、あくまでも柑橘類の補完的品目として推進しており、生産者の

収入を大きく左右する品目として位置付けていない。 

 

 ⅲ．農業所得向上支援 

農業を成長産業に構造転換するためには、マーケティング分野における現状分析、戦略

的な営業活動、効果検証、さらに効果的な販売戦略の構築といった好循環を確立する必要

がある。そこで、学識経験者、生産者団体、メディア関係者などの民間と連携して、松山

産の農林水産物及び加工品の選定やブランド化を図る。また、ブランド活性化ビジョンに

基づくＰＲ活動や、育成品目の試験販売・サンプル試供、レシピ開発などの取り組みを行

うほか、育成ブランドの生産・販売戦略に基づくＰＲ活動、全国への情報発信、 都市圏

でのマーケティング調査などを行うことで、「まつやま農林水産物ブランド」等の消費を

拡大し、新規取り扱い店舗の増加につなげている。 

④まつやま農林水産物ブランド化推進協議会への補助金について 

松山市産業経済部農林水産課内に事務局が設けられている、まつやま農林水産物ブラン

ド化推進協議会（以下、ブランド協議会）への補助金は、表１のとおりとなっている。 

表 1 市からブランド協議会への補助金の推移 （他事業含む）  
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 （単位：千円） 

H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 Ｈ30 年度 

7,515 8,894 14,169 22,981 16,331 11,307 9,320 

平成 27 年度までは、ふるさと納税者へのサンプル品試供の経費を計上。特に、報道等

の機会が増え試供品の需要が大きく伸びていた平成 27 年度の経費が増嵩した。 

この点、ブランド確立による受益者として JA 等にも本協議会への応分の負担を求める

べきとも考えられるが、下記に示すとおり、ブランドの販路の確立まで 7～8 年程度を要

し、その成否も不確定要素が高いことから、当該品目が毎年継続して取り扱われ、安定的

に販売されるようになった段階で販路が確立したと判断し、各認定団体が主体的に販促を

行うことができるように引き継ぐことにしている。 

 

例えば、平成 24 年度の販促を皮切りに、最も長く集中プロモーションを行ってきた「紅

まどんな」は、これまでは販促の対象とする圏域で販路が確立していなかったため、ブラ

ンド協議会が主体となり販促を行ってきたが、今後は JA が自立して首都圏に販促活動を

行い、ブランド協議会は情報発信などの側面的な支援にシフトすることになる。 

今後は、「松山ひじき」や「グニーユーカリ」など、導入期として販路開拓の段階にあ

る品目の販促に加え、柑橘は販路が確立した首都圏域とは別の新たな市場に販路を開拓す

る場合や集中プロモーションなどに対し、ブランド協議会の補助金を充当していく方針で

ある。 

 

5.   「松山市農業指導センター」関連 

松山市農業指導センターは、本市農業の振興と農業経営の安定を図るために、松山市が

設置している、四国で唯一の市立農場である。具体的には、もうかる農業への転換を進め

るため、市内各地で新たな品目の産地づくり等を実施している。 
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(1) 農業指導センター運営管理事業 

①事業の目的 

本事業は、農業指導センターの施設、圃場、機械、器具等を適正に管理し、研究目的に

適応できる施設として整備を行うことで、農家の講習会や研修会のための拠点施設として

利用させるものである。 

②予算額及び決算額 

 

 

③事業の概要 

過去 3年間において、大幅な決算額の変動は生じていない。ただし、昭和 62 年に設置

された施設であるため、老朽化への対応状況について検討を実施した。  

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 17,781 22,601 18,497

決算額 18,118 21,186 17,705

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

報酬 5,734

共済費 1,183

賃金 2,224

報償費 5

需用費 3,335 光熱水費2,605千円等

役務費 629

委託料 1,319

使用料及び賃借料 116

工事請負費 2,873

負担金補助及び交付金 287

合計 17,705
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（出典：松山市産業経済部農林水産課作成） 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 33）松山市農業指導センターに関する修繕・投資計画策定の必要性 

松山市農業指導センター開設時の設備は築 30 年を超えており、設備の老朽化が進んで

いる。国の「減価償却費の耐用年数に関する省令」によれば、建築物の法定耐用年数は鉄

筋コンクリート造で 50 年、鉄骨造で 30 又は 38 年（骨格財の厚みによる）であり、松山

市農業指導センターの大半の建造物については、鉄筋コンクリート造りで、耐用年数は到

来していないものの、今後外壁や電気・給排水設備の老朽化が進行することは明白である

ため、これらの修繕を行いながら、長寿命化対応を検討する必要があると考えられる。 

これについては、平成 26 年２月に策定された「松山市公共施設マネジメント基本方針」

によれば、『予防保全型の維持補修の推進のため、個々の施設の劣化状況を調査し、中長

期保全計画を作成します。これにより修繕改修工事の集約化による経費削減や保全費用が

突出する年度は工事の分散が可能となり財政支出の平準化につながります。』となってい

る。さらに基本方針には『今後は、この基本方針に基づき、用途や地域別に今後の公共施

設のあり方について検討を進めます。』とあり、第 6 次松山市総合計画（前期・後期）に

おいても同様の趣旨の施策が示されている。 

以上のことから、市の財政負担を考慮しなければならないのは理解できるが、それで

も可能な限り早急に松山市公共施設マネジメント基本方針に基づいて松山市農業指導セ

ンターの修繕・投資計画を策定する必要があると思われる。 
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(2) 研究指導事業 

① 事業の目的 

農業者の生産活動の安定化と収益向上を図るために、土壌診断及び病害虫検定に基づく

適正な施肥設計や病害虫防除指導等の現地支援、現場と連動した試験や優良種苗の供給支

援等を行い、産地育成や生産現場の課題に対応するものである。昭和 31 年に松山市研究

指導農場として開設し、水稲、畜産、果樹、野菜、花きといった広範囲な試験研究と普及

指導を目的に事業を実施し、その後、国の政策的な背景のもとに水田利用再編成対策によ

って他作物への転換推進のための試験研究等を行った。さらに、針田町の施設の老朽化等

により現在の小野地区に移設され、水田と果樹園地帯の農業経営の安定と、農業所得の向

上を図るため事業を継続して実施している。 

②予算額及び決算額 

 

 

③ 事業の概要 

・認定農業者や集落の担い手、生産組織に対する活動支援 

・農業者の所得安定を目指した契約栽培品目の開発 

・環境保全型農業の支援・優良種苗の分譲 

・付加価値や地域特性などを考慮した品目の栽培試験や野菜・果樹等の展示栽培 

 

 

 

 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 5,365 5,126 4,745

決算額 4,944 3,523 4,447

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

賃金 1,731

旅費 55

需用費 1,937

役務費 119

委託料 131

原材料費 368

備品購入費 58

負担金補助及び交付金 48

合計 4,447
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（研究指導事業の主な成果（継続中もしくは平成 21 年度以降分を抜粋）） 

 
 

研究期間 内　　　　容 成　　　果

平成29年度
グニーユーカリ挿し穂の発根
率向上試験
（愛媛大学共同研究）

平成27年度に特許登録された技術の実用化を検討するた
め、愛媛大学と共同研究を行った。その結果、挿し穂の前
処理として実験室内で減圧浸透法を行うことで挿し穂の発
根率が向上する可能性を得た。

平成27年度～
　　（継続中）

グニーユーカリの分譲苗育成
試験
（挿し木時期別発根率調査）

栽培圃場からの持込挿し穂では、発根率が10％以下であっ
たが、センター内で育成した苗から採取した挿し穂を使用
すると、7月～9月、2月～3月で約30％の実績であった。

平成20年度～
　（継続中）

カラシナ契約栽培の結び付け
と栽培指導

　今治市の漬物加工会社と北条地区の生産者を結びつけた
カラシナ契約栽培について、栽培指導、出荷指導を行って
いる。
　平成20年度は、生産者11名、総栽培面積90aであった
が、平成29年度は、生産者4名、総栽培面積60aと減少し、
生産者も入れ替わりがあることから、更なる品質向上対策
に取り組むための指導を徹底している。

平成20年度～
　（継続中）

伊予緋カブ契約栽培の結び付
けと栽培指導

　地域特産品である「緋のカブ漬け」の継承のため、漬物
加工業者と連携し、原料である伊予緋カブの契約栽培に取
り組む生産者の掘り起こしと栽培指導に取り組んでいる。
　平成20年度は、生産者7名、総栽培面積27aであったが、
高齢化とともに減少し平成29年度は、3名で15aとなったた
め、更なる掘り起こしに取り組んでいる。
　平成28年度は、市内福祉施設が栽培し、独自で加工・販
売するなど農復連携の取り組みのあった。

平成20年度～
　　　　26年度

早出しカボチャの栽培指導及
び学校給食出荷指導

　6月～7月に収穫できる「栗味カボチャ」の生産振興のた
め、島しょ部（中島地区）を中心に栽培農家の掘り起こし
と栽培指導に取り組んだ。
　当初は、生産者12名が、JAを通して惣菜卸会社へ出荷し
た。
　さらに、平成22年度からは、学校給食への出荷にも取り
組み、地産地消の推進と農家経営の安定を支援したが、生
産者の高齢化等のため、平成26年度で中止となった。

平成19年度～
　　　　26年度

学校給食用野菜栽培指導

　学校給食の地産地消を推進するために、教育委員会、学
校給食会と協議を重ね、ジャガイモ、玉ねぎ、青ネギ、
キャベツなど9品目を16名が栽培し、出荷した。
　学校給食会が要望する品質、規格に対応するよう栽培指
導を実施したが、あまりにも規格や出荷時間指定が厳しい
ことから年々取り組む生産者が減少し、26年度で終了し
た。

平成24年度～
　　　　25年度

挿し穂又は接ぎ穂の製造方法
に関する試験研究

　農作物の苗木育成には、挿し木や接ぎ木の技術が活用さ
れるが、その場合、発根率や活着率の向上が課題となる。
そこで、効率良く挿し木や接ぎ木で苗木を育成するための
挿し穂や接ぎ穂の製造方法に関する試験研究を実施した。
その結果、有効な方法を考案し、平成26年3月に特許申請
を行い、平成27年9月に特許登録となった。
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④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 34）研究指導事業における結果分析の必要性 

「早出しカボチャの栽培指導及び学校給食出荷指導」「学校給食用野菜栽培指導」に

ついて中止となり、「カラシナ」「緋カブ」の生産者も大幅な減少傾向で現状は数名程

度の生産者に対する極めて小規模な事業となっている。 

農業の新しい取り組みである以上、ある程度の失敗のリスクはあるものの、各研究の

失敗もしくは低調となった原因を検証し、現状の農業指導センターでの指導方針・体制

で農業指導の成果を上げることが困難であるならば、本事業の見直し・縮小を検討する

ことが望ましい。 

 

6.   「農業経営対策推進事業」関連 

①事業の目的 

農業経営基盤強化促進法による認定農業者制度が、国の各種政策支援の要件とされる

ことが増えたため、専門職員による技術指導や、各種制度支援を受けるために必要な資

格取得の支援といった個々の担い手の支援と、担い手の組織化や法人化の支援といった

担い手関係団体への支援とを両輪として、農業振興を行うものである。 

 

②予算額及び決算額 

 

③事業の概要 

個々の担い手への支援として、就農相談、農業に関する高度な知識と技能を有する専任

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 3,728 3,388 3,199

決算額 3,038 2,687 3,070

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

賃金 2,543 専任マネージャー賃金等

報償費 66

旅費 253

需用費 12

役務費 96

使用料及び賃貸料 0

負担金補助及び交付金 100

合計 3,070
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マネージャーによる技術指導とフォローアップ、農業経営基盤強化促進法に基づく認定農

業者の認定と候補者の掘り起こし、生産者組織による視察研修の実施、研修会の開催、集

落別事業説明会および検討会の開催を行っている。 

農業経営基盤強化促進法による認定農業者制度はあくまで国の事業であり、松山市に実

施義務は無いが、農家等が国・県・市の政策的支援を受けるためには「認定農業者」であ

ることを条件とする施策が多く、担い手の支援のために今後も事業を継続していく必要が

あると松山市産業経済部農林水産課は判断している。 

（専任マネージャーについて） 

松山市では、平成 14 年度から認定農業者等の経営相談や認定農業者の掘り起こしを強

化するため、新たに「専任マネージャー」を設置し、市で予算化し雇用していた。平成

19 年 9 月からは、国のアクションサポート事業を活用するため、松山市地域担い手育成

総合支援協議会で雇用していたところ、アクションサポート事業の後継事業が行政刷新

会議による事業仕訳において廃止とされたことから 21 年度をもって国の事業は終了とな

ったため、平成 22 年 4月以降は、平成 19 年 9月以前と同様、市において予算化し 3 名

を雇用しているものである。 

※参考 

平成 14年 6 月～平成 19年 8 月 

松山市（農業振興費 農業経営対策推進事業）にて雇用（1 名） 

平成 19年 9 月～平成 22年 3 月 

松山市地域担い手育成総合支援協議会にて雇用（1名平成 21年 5月からは 3名） 

（国の担い手アクションサポート事業を活用するため） 

    平成 22 年 4 月～ 

松山市（農業振興費 農業経営対策推進事業）にて雇用（3 名） 

 

認定農業者の認定について、専任マネージャーの設置は必須要件ではない。しかし、

専任マネージャーによる認定農業者の掘り起こしや認定後のフォローアップ（農業経営

改善計画の達成状況等の聞き取りや調査）により、認定農業者数が近年増加し、認定農

業者協議会の活動支援や新規会員の掘り起こしにより協議会員数も年々増加し、会員の

経営改善に向けて積極的な活動が継続されていることから、松山市の本事業では引き続

き専任マネージャーを設置する方針としている。 

 

※認定農業者協議会…認定農業者を中心とした生産者組織で、市内 5 つの地域ブロック

と 3 つの研究部会に分かれて、地域ごと、作目ごとに研修会や視察研修を実施 

 
 

認定農業者数             認定農業者協議会員数 

 H26 年度末 855 人 

H27 年度末 884 人 

H28 年度末 900 人 

H29 年度末 927 人 

H26 年度末 274 人 

H27 年度末 280 人 

H28 年度末 290 人 

H29 年度末 294 人 
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7.   「中山間地域等直接支払推進事業」関連 

①事業の目的 

国の中山間地域等直接支払交付金の創設を受けて、平成 12 年度から中山間地域等の傾

斜地における多面的機能の低下等を受け、それらを補正するために取り組んでいる。 

中山間地域では、高齢化が進展する中で平地に比べ自然的・経済的・社会的条件が不利

な地域があり、担い手の減少、耕作放棄地の増加により、多面的機能が低下し、国民全体

にとって、大きな経済損失が生じることが懸念されている。このような状況を踏まえ、中

山間地域等において、適切な農業生産活動が継続的に行われるよう農業の生産状況に関す

る不利を補正するための支援を交付金の直接支払により行い、集落の持つ多面的機能の確

保を図るものである。 

 

②予算額及び決算額 

 

平成 29 年度予算額の財源は県支出金が 97,176 千円、残りの 33,797 千円が松山市の一般

財源となっている。 

 
 

③ 事業の概要 

補助対象：山村振興法、離島振興法、特定農山村地域における農林業等の活性化のため

の基盤整備の促進に関する法律、過疎地域自立促進特別措置法で特定される地域（旧中島

町、旧北条市、興居島、旧坂本村、旧湯山村、旧五明村、釣島）、及び一定の条件を満た

し、愛媛県知事が定める特認地域（旧伊台村、旧小野村の小屋峠集落、旧松山市の東大栗

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 126,381 122,341 130,973

決算額 124,582 125,449 129,431

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

職員手当等 591

共済費 346

賃金 2,325

報償費 0

旅費 62

需用費 78

役務費 40

委託料 1,188

使用料及び賃借料 102

備品購入費 0

負担金補助及び交付金 124,635
平成29年度中山間地域等直接
支払交付金

償還金利子及び割引料 64

合計 129,431
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集落・福角集落）が対象。ただし、5 年以上継続して農業を行う者に限定されている。 

事業内容：集落ごとに協定を締結し、農地、農道、水路等の管理体制を確立。役所によ

る現地確認による実施状況の確認後に交付金を交付しているもの。平成 29 年度現在、松

山市では 67 の協定先が対象となっている。 

 

8.   「農業施設等維持管理事業」関連 

①事業の目的 

農業経営及び農家生活の改善並びに地域住民の交流活性化を図ることを目的とし、中山

間地域総合整備事業ほか８種事業で取得した農業施設等の維持管理を行い、地域行事や農

業指導講習、交流イベント及び離島を訪れた人が農業や農村に興味を抱くよう、島の情報

発信を行い、島外との交流が行われることを促進するものである。 

 

各農業施設等条例に定める目的及び設置内容は、以下のとおりである。 

・地域農漁業者の研修及び集会並びに各種団体の育成による地域の活性化 

・地域農業者の研修及び集会の場並びに地域コミュニティ施設として 

・各種社会体育行事、レクリエーション、イベント等の場として、又は市内外の交流活動

の場として 

・地域活性化対策として都市住民と地域住民との交流を図るため 

・高齢者の健康増進と生きがいを助長し、後継者の育成と定着を図るため 

・中島の各島の特性をいかし、来島者に島の情報を提供するとともに、都市住民との交流

の促進及び地域活性化を図る拠点として 

・農村在住者の健康増進及び憩いの場として、その利用に供するため 

・農業経営及び農家生活の改善並びに地域住民の交流の活性化を図るため 

・農家高齢者の相互交流を図るため 

・農業経営及び農家生活の改善並びに地域の連帯感の醸成を図るため 

 

②予算額及び決算額 

 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 17,499 17,710 17,293

決算額 17,093 17,100 16,441
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本事業の財源は松山市の一般財源が 9 割を占めている。 

 

③事業の概要 

管理形態は公設公営で、施設数は 21 施設である。（内訳：集会所 10 施設、海の駅７施

設、農村公園等４施設） （出典：松山市産業経済部農林水産課作成） 

 

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

報償費 1,058

旅費 21

需用費 7,744 光熱水費　7,042千円（各21施設分）

役務費 1,961

委託料 1,224

使用料及び賃貸料 229

工事請負費 4,021 修繕工事費（工事数：21件）

備品購入費 183

合計 16,441
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なお、利用状況は下記のとおり。 

 

（出典：松山市産業経済部農林水産課作成） 

 

④各施設の耐震化 

本事業は維持管理事業であるため、恒常的に修繕工事費が発生している。この点、建物

の老朽化が進んでいると考えられる昭和 56 年以前の旧耐震基準に基づいて建てられたの

は、長師農村開発研修集会センターと庄農家高齢者創作館である。 

長師農村開発研修集会センターは平成 18 年度に耐震調査を実施しており「地震の振動

及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある。」との結果である。長師農村開発

研修集会センターは松山市の指定緊急避難場所（収容人員 170 名）となっているため、災

害時の対応を含め検討が必要なことから、早急な処分は困難であるが、今後の災害時対応

にも支障をきたすおそれが高いことから、長師海の駅との複合化や大規模修繕等の施設改

築更新の方針を決定することが必要である。  

なお、指定緊急避難場所は、災害の種類別に指定されており、長師農村開発研修集会セ

ンターは、洪水と土砂災害の時のみ使用可能で、地震、津波、高潮の際は使用不可として

されている。よって、地震の際は使用しないことから、「指定緊急避難場所の指定に関す

る手引き（内閣府防災担当）」（１）指定基準④耐震条件には抵触しないため、指摘事項

とはしない。また、松山市公共施設再編成計画に基づき、長寿命化の推進を行いながら、

平成３８～４７年に、耐震化工事についても、複合化を含め、関係課と協議しながら検討

平成２９年度　松山市農林水産課所管施設使用状況一覧（公園を除く１７施設）

使用回数 延べ人数 使用回数 延べ人数 使用回数 延べ人数

1 粟井農村環境改善センター 833 16,941 4 186 8 173

2 難波地域活性化センター 283 6,336 5 44 0 0

3 庄農家高齢者創作館 114 1,962 0 0 0 0

4 長師農村開発研修集会センター 53 1,005 0 0 8 370

5 畑里高齢者健康増進実習館 4 54 0 0 0 0

6 神浦地域総合施設 50 642 0 0 0 0

7 元怒和集落総合施設 12 120 0 0 0 0

8 熊田地域総合施設 43 447 0 0 0 0

9 津和地多目的集会施設 110 2,194 0 0 1 20

10 宇和間農林漁業体験実習館 76 913 2 25 0 0

11 野忽那海の駅　シーサイドの里 5 34 0 0 0 0

12 上怒和海の駅　陶器の里 0 0 1 10 0 0

13 津和地海の駅　茶屋の里 13 157 0 0 0 0

14 二神海の駅　海の恵みの里 4 40 0 0 0 0

15 長師海の駅　中島味館鉄人の里 21 525 1 20 17 1,598

16 睦月海の駅　島四国の里 3 36 0 0 0 0

17 元怒和海の駅　レモンの里 16 145 1 10 0 0

交流イベント
地域№

旧北条

旧中島

施設名
地域行事 農業関係
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する予定となっている。 

庄農家高齢者創作館については、庄農家高齢者創作館は、公民館ではなく、松山市公共

施設再編成計画でも、「農林漁業関係施設」として位置づけられており、同計画に基づき

平成 38～47 年に、長寿命化の推進を行いながら隣接する集会所との複合化も含め検討す

ることとなっている。 

 

⑤監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 35）利用状況に関する指標設定の必要性 

「③事業の概要」に記載したとおり、野忽那海の駅、上怒和海の駅、二神海の駅、睦月

海の駅の利用人数が平成 29 年度は 100 人を割り込んでおり、全体的に海の駅の利用が乏

しいといえる。各施設ともに市街地エリアではないことから利用者数の絶対数を望むこと

は困難であるが、想定利用頻度・人数の設定を行い、定期的に実際の利用頻度・人数と対

比することで、余りにも利用頻度・人数が乏しい施設については改廃の検討ができる仕組

みを整備することが望ましい。 

（意見 36）長師農村開発研修集会センターの耐震化 

長師農村開発研修集会センターは平成 18 年度に耐震調査を実施しており「地震の振動

及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある。」との結果である。長師農村開発

研修集会センターは松山市の指定緊急避難場所（収容人員 170 名）となっているため、災

害時の対応を含め検討が必要なことから、早急な処分は困難であるが、今後の災害時対応

にも支障をきたすおそれが高いことから、長師海の駅との複合化や大規模修繕等の施設改

築更新の方針を決定することが必要である。  

 

9.   「新規就農者定着支援事業」関連 

①事業の目的 

国の制度創設により、青年の就農意欲の向上と就農定着を図るため、経営が不安定な就

農初期段階の青年就農者に対して、所得確保のための農業次世代人材投資資金を給付する。 

 

②予算額及び決算額 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 47,745 104,765 115,375

決算額 43,282 71,699 74,794



 
 

179 
 

 
 

本事業は国の政策により実施しているため、松山市の一般財源の負担はない。 

 

③事業の概要 

「「人・農地プラン」検討会及び「農業次世代人材投資資金」審査会設置要領」に従い、

45 歳未満、就農後 5 年以内、年間所得 250 万円未満等の諸条件を満たした認定新規就農

者に対し、申請者の中から面接試験により補助金給付者を決定する。給付開始後は定期的

に就農状況の報告をさせるとともに、就農状況の確認を行い、受給者のフォローアップに

努めている。 

〈業績の測定〉 

 

 

10.  「農地集積・集約化対策事業」関連 

①事業の目的 

担い手への農地集積・集約化を推進し、耕作放棄地の発生抑制と持続可能な農業構造の

構築を図るもの。（背景）この 20 年間で、耕作放棄地は約 40 万㏊に倍増している。また、

担い手の農地利用は、全農地の 5 割といった状況である。これらを踏まえ、国としても、

担い手への農地集積をさらに推進していくために、新たな制度を創設した。国の目標とし

て、今後 10 年間で、担い手の農地利用が全農地の 8 割を占める農業構造の実現を図るこ

ととしている。 

②予算額及び決算額 

 

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

旅費 74

需用費 6

役務費 39

使用料及び賃貸料 29

負担金補助及び交付金 74,646 松山市農業次世代人材投資資金補助金 2回分

償還金利子および割引料 0

合計 74,794

新規就農者数（愛媛県とりまとめ） (単位：人数）

松山市 平成27年度平成28年度平成29年度

40歳未満 15 9 20

40歳～65歳未満 13 11 16

年度計 28 20 36

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 12,714 14,663 14,309

決算額 9,909 1,896 5,909
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平成 28 年度は年度中に機構集積協力金の単価改正が行われたため、予算額と乖離し多額

の予算執行残が生じたもの。 

 
本事業は国の政策により実施しているため、松山市の一般財源の負担はない。 

③事業の概要 

農業をやめる方などを対象とした農地の「出し手」及び、新たな担い手等となる農地の

「受け手」として登録し、両者を結びつける。農地中間管理機構（えひめ農林漁業振興機

構）が設置され、農地の出し手及び、受け手を登録し、農地中間管理機構が農地を借受け、

そこから農地の集積・集約を推進する形で農用地利用配分計画を定めたうえで、担い手へ

農地を貸し付ける。農地の出し手のうち、要件を満たした場合には、機構集積協力金を交

付する。 

〈業績の測定〉 

平成 29 年度に 6,439a について担い手への集積面積が増加し、集積率が 1.7%増加。その

結果、松山市の全耕地面積の 32.1％が担い手へ集積されている。（松山市調べ） 

なお、国は平成 35 年度までに担い手に農地の 8 割を集積することを目標としており、

引き続き事業を継続し、担い手への集積・集約化を進める必要があるため、松山市として

は今後も事業は継続する必要があると判断している。 

 

11.  「生産者と消費者の絆づくり事業」関連 

①事業の目的 

松山市では、平成 22 年 3 月に「松山市地産地消推進計画」（平成 22 年 4 月～平成 27

年 3 月まで）を策定し、地産地消を推進してきた。また、平成 18 年度から、松山で採れ

た旬の野菜や果物、また、瀬戸内海で獲れた新鮮な魚や加工品を一堂に集め、松山の食材

をその場で食べて、見て、学ぶことを通じて、市民に松山市で採れる農林水産物の魅力を

情報発信するとともに、消費拡大を図ることを目的に「まつやま農林水産まつり」を開催

してきた。こうした中で、国は平成 22 年 12 月に６次産業化・地産地消法を施行し、地方

公共団体に「地産地消促進計画」の策定を求めてきたほか、６次産業化と地産地消を総合

的に推進することとしていることから、平成 27 年度に策定した「地産地消促進計画」に

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

報酬 722

共済費 111

賃金 348

旅費 37

需用費 223

役務費 17

使用料及び賃貸料 425

負担金補助及び交付金 4,026 松山市機構集積協力金

合計 5,909
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基づいて、農林漁業の振興、地域の活性化などを図るとともに、６次産業化と地産地消を

総合的・一体的に推進するために、関係機関・関係者との連携を図り、地域の農林水産物

の利用を促進することを目指している。 

 

②予算額及び決算額 

 
 

③事業の概要 

年に一度、二日間にわたって開催される「まつやま農林水産まつり」の実行委員会へ補

助金を支出しているもの。このイベントは、「松山市地産地消促進計画」（以下「促進計

画」）の基本方針「地元農林水産物にふれあい、知って、食べて、学ぶ機会の提供」を達

成する手段の一つに位置づけており、地産地消を広く市民に啓発する目的で開催しており、

出展者（生産者）と来場者（消費者）とが直接対話することにより、生産者・消費者それ

ぞれに対して、地産地消の意識醸成に効果があると松山市産業経済部農林水産課では考え

ている。 

「まつやま農林水産まつり」の来場者に、例示として「まつやま農林水産物ブランド」

の認知度を調査し、推移を把握しており、その調査結果は下表に示すとおり。 

※「まつやま農林水産物ブランド」の認知度の推移（対市民） 

産 品 名 認定年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

紅まどんな H18 66% 71% 71% 72% 

せとか H18 42% 44% 44% 44% 

カラマンダリン H19 12% 14% 14% 14% 

ぼっちゃん島あわび H19 14% 12% 12% 15% 

瀬戸内の銀鱗煮干し H20 8% 9% 9% 9% 

松山長なす H20 30% 27% 27% 35% 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 9,579 5,243 3,820

決算額 8,005 4,712 3,650

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

職員手当等 0

旅費 21

需用費 104

役務費 17

委託料 0

使用料及び賃借料 8

負担金補助及び交付金 3,500 まつやま農林水産まつり実行委員会

合計 3,650
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松山一寸そらまめ H22 13% 12% 12% 14% 

伊台・五明こうげんぶど

う 
H22 11% 12% 12% 14% 

松山ひじき H28 データなし データなし 12% 19% 

グニーユーカリ H29 データなし データなし データなし 6% 

※上記 10品目が「まつやま農林水産物ブランド」に認定されていることを知っているか調査したもの。 

※なお、H29 年度の産品そのものの認知度は紅まどんな：88％ せとか：81% カラマンダリン：23% 

産品そのものは認知されているものの、地元での購買行動につながっているかどうかに

ついても計測する必要がある。この点、本事業の実施による「生産者」への啓発効果の成

果指標として、「地産地消の推進を踏まえた生産に取り組もうとする生産者の割合」、「消

費者」への啓発効果の成果指標として、①「週 1 回以上、直売所や直売コーナーを利用す

る人の割合」、②「野菜や果物、魚などを買ったり食べたりするときに、愛媛県産を選ぶ

人の割合」、③「農林水産物を家庭でほぼ毎日料理する人の割合」を設定している。 

各指標は、促進計画を策定した平成 27 年度に調査を行ったうえで設定したもので、調

査結果の数値を下記に示している。さらに、計画期間の折り返しとなる平成 30 年度中に、

指標目標数値の達成状況を中間調査として把握する予定としているため、平成 29 年度で

の事業実施効果の測定は実施されていなかった。 

※「松山市地産地消促進計画」の指標目標数値 

（出典：松山市産業経済部農林水産課作成資料） 

なお、松山市産業経済部農林水産課としては、計画最終年度である平成 32 年度に、各

指標のうち一定の（あるいはすべての）の数値が目標値を上回った場合は、さらにこれを

上回る指標を設定し地産地消の啓発活動を継続して行う必要があると考えており、目標達

成時点を当イベントの啓発効果の達成と捉える（終期の目標を安易に平成 32 年度とする）

ことは想定していない。 

このほか、本事業では、①「地産地消レシピの開発」を行い、特設サイト「まつやま地

産地消ナビ」で公開し一般家庭で閲覧できるようにしたほか、②平成 28 年度には地産地

消啓発カレンダーを作製し、さらに 29 年度は経費節減と利便性向上に向け、③Web 版カ

指標目標 
基準値 

（Ｈ27年度） 

中間目標値 

（Ｈ30年度） 

目標値 

（Ｈ32年度） 

生産者 

指標 

地産地消の推進を踏まえた生産に取り

組もうとする生産者の割合 
72.8% 75.0% 80.0% 

消費者 

指標 

① 
週 1回以上、直販所や直売コーナ

ーを利用する人の割合 
72.0% 75.0% 80.0% 

② 

野菜や果物、魚などを買ったり食

べたりするときに、愛媛県産を選

ぶ人の割合 

30.6% 

※H19 年度 
35.0% 40.0% 

③ 
農林水産物を家庭でほぼ毎日料理

する人の割合 
60.5% 65.0% 70.0% 
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レンダーをアップロードした結果、「まつやま地産地消ナビ」のアクセス数の伸びが確認

できている。 

（参考）ブランド柑橘の認知度（対首都圏ユーザー調べ、H29.12 月） 

産 品 名 
知っていて 

買ったことある 

知っているが 

買ったことない 
合 計 

紅まどんな 20% 17% 37% 

せとか 34% 19% 53% 

カラマンダリン 15% 14% 29% 

※上記３品目を知っているかを調査したもの。 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 37）まつやま農林水産まつりの必要性 

当該事業の目的は、地産地消を生産者と消費者双方に意識啓発し促進することにあり、

事務事業シートでは、以下の考えにより指標及び目標数値を設定している。 

【数値の設定の考え方】 

平成 27 年度時点の実績数値をもとに、当該事業の直接的な取組で計測・達成可能な基

本目標を設定。 

【指標自体の設定根拠】 

生産者には、即売イベントでの消費行動等を通じて地元消費者を意識した生産活動を促

しており、指標「地産地消の推進を踏まえた生産に取り組もうとする生産者の割合」を設

定。 

消費者には、直接地元産食材の情報発信を行っており（市内で活躍する料理家等に地元

食材を使った料理を考案頂き、旬の食材情報と一緒に啓発サイト等に掲載し活用を促進）、

「週 1 回以上の直売所等の利用割合」、「地元食材の購入割合」、「家庭での料理の頻度」

を指標に設定。 

さらに、学校給食を通じた地産地消を進めており（通年「松山ひじき」や期日限定「ぶ

どう」など導入実績あり）「食材数ベースの地場産物の利用割合」を設定。 

しかしながら、上記の指標のいずれも、継続的な広報セールス活動等によって達成され

るものであって、年に一度開催される「まつやま農林水産まつり」は、「松山市地産地消

促進計画」に基づく取組の一つに過ぎない。そのため、「まつやま農林水産まつり」が目

的に照らして本当に有用なのかどうか図る適切な指標の設定を行うことが望ましい。 

 

12.  「次世代農業者サポート事業」関連 

① 事業の目的 

JA 等による新規就農者の育成に向けた包括的な取り組みを支援することで、新規就農

希望者が直面する農業への参入障壁を撤廃し、次世代の農業経営者を育成するものである。 
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②予算額及び決算額 

 

 

財源のうち、75%に相当する 21,959 千円は県支出金で賄われている。 

 

③事業の概要 

下記取り組みを実施する JA 等に補助金を交付している。 

・新規就農者受け入れ体制整備…就農相談会の開催や農地・空き家等の斡旋、就農初期の

職業紹介、県外からの就農希望者を対象とした就農体験ツアーの実施等 

・就農準備研修…就農に向けた技術研修の実施、研修に要する機械・施設、生産資材の導

入等 

・就農定着支援…新規就農者の機械・施設の導入支援、婚活イベントの開催等 

上記について、えひめ中央農業協同組合から平成 30 年 3 月 30 日付の「補助事業等実績

報告書」を受領し、全体事業の 49.9％の内、県が 37.2%、市が 12.7%を補助している。 

 

13.  「栽培漁業推進事業」関連 

① 事業の目的 

本市漁業は、周辺水域における水産資源の減少、担い手不足、高齢化の進行、漁業地域

の活力の低下等厳しい状況に直面している。こうした状況の中、水産業の持続的な発展を

確保するため、資源拡大に向けた積極的な取り組みが必要となっている。そのため、市内

沿岸海域に魚類の種苗を放流し、沿岸漁業資源の増大と栽培漁業の推進を図るとともに、

河川にも種苗を放流し、釣り等レクリエーション活動を促進することにより、内水面漁業

の振興を図るものである。 

 

②予算額及び決算額 

 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 － － 33,266

決算額 － － 28,959

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

負担金補助及び交付金 28,959
えひめ中央農業組合に対する負担補助及び交
付

合計 28,959

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 9,921 8,201 7,344

決算額 9,921 8,156 7,302
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③事業の概要 

市内沿岸海域に下記の稚魚を漁業者によって放流している。 

・稚魚の放流海水面漁業  

キジハタ Ⅼ＝8.0 ㎝～9.0 ㎝  8,000 尾  1,745,280 円    

カサゴ Ⅼ＝7.0 ㎝～8.0 ㎝  23,800 尾 2,364,768 円 

メバル Ⅼ＝7.0 ㎝～8.0 ㎝  23,800 尾 2,364,768 円 

アサリ   Ｌ＝2.5 ㎝～3.0 ㎝  850ｋｇ  550,800 円 

・内水面漁業 

アユ  Ⅼ＝8.0 ㎝～9.0 ㎝  187.5 ㎏  750,000 円 

アマゴ  Ⅼ＝7.0 ㎝～8.0 ㎝  10,000 尾 150,000 円 

Ｌ＝16.0 ㎝～18.0 ㎝ 1,500 尾  150,000 円          

 

なお、松山市は本事業を昭和 47 年から実施しており効果測定を実施しないまま、現在

は漁船１隻当たりの漁獲量が極端に減少することがないようにとの配慮で本事業を継続

しており、事業の終期の設定も行われていない。 

 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は次項目 14．「水産基盤整備事業（魚礁

施設）」関連に併せて記載する。 

 

14.  「水産基盤整備事業（魚礁施設）」関連 

①事業の目的 

本市漁業は、周辺水域における水産資源の減少、担い手不足、高齢化の進行、漁業地域

の活力の低下等厳しい状況に直面している。こうした状況の中、水産業の持続的な発展を

確保するため、資源拡大に向けた積極的な取り組みが必要となっている。そのため、既存

の天然礁や人工魚礁等との相乗効果が図られるよう、適地に有用魚類の幼稚魚を保護育成

するための増殖礁と成魚を蝟集させ効率的に漁獲するための漁場を一体的に整備するこ

とにより、生産性の高い漁場の整備拡大を実施し、漁家経営の安定を図るものである。 

 

②予算額及び決算額 

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

需用費 7,222 放流用稚魚購入代金

使用料及び賃借料 80

合計 7,302
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平成 29 年度における本事業の財源は国・県支出金が 43,000 千円、市債が 15,300 千円、

一般財源が 2,300 千円となっている。なお、市債については、財源対策債分 6,600 千円の

元利償還金に対する交付税措置が 50％予定されている（「平成 29 年度地方債同意等基準

運用要綱」について）。 

 

③事業の概要 

魚礁施設及び増殖礁施設を興居島地先等に設置している。なお、松山市は本事業を昭和

51 年から実施しており効果測定を実施しているが、現在は漁船１隻当たりの漁獲量が極

端に減少することがないようにとの配慮で本事業を継続しており、事業の終期の設定も行

われていない。 

 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 38）水産基盤整備事業（魚礁施設）の終期の検討 

本事業の目的は、周辺水域における水産資源の減少、担い手不足、高齢化の進行、漁業

地域の活力の低下等厳しい状況に直面している状況の中、水産業の持続的な発展を確保す

るため、資源拡大に向けた積極的な取り組みを行うことにより、主に沿岸漁業資源の増大

と栽培漁業の推進を図ることである。その意味では松山市が市の予算をもって行うことに

もそれなりの意義は認められる。 

しかしながら、主としてその恩恵を受けている漁業関係者である松山市漁業連合協議会

が設置場所の事前調査し、設置個所における魚類等蝟集状況の確認を行っているとはいえ、

事業そのものについては昭和 51 年度から 40 年間以上も継続して行われている。この点に

ついて監査人は他の事業と比較して、公平性に疑問を感じるところであり、このような事

業は一定の期間市がおこなった後は、本来の受益者である漁業関係者自身で行ってもらう

ようにすべきではなかろうか。自分達が直接行うことによってより効率的に、より効果的

に実施できるものと思われる。 

したがって、現在のように松山市が終期設定を行わずに何時までも行うのではなく、一

定の期間経過後は漁業協同組合等の関係者に移管するか、その負担割合を検討すべきでな

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 60,600 60,600 60,600

決算額 59,965 56,386 60,280

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

工事請負費 60,280 魚礁・増殖礁設置工事費　60,000千円

合計 60,280
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いだろうか。 

 

15.  「離島漁業再生支援交付金事業」関連 

①事業の目的 

離島は、販売や生産面で不利な条件にあり、漁業就業者の減少や、高齢化の進行などに

より集落の活力が低下する懸念がある。こうした離島漁業の再生を図るため、各島の特色

を活かした新たな取り組みを促進し、離島漁業集落を活性化する必要があるため、離島漁

業再生支援交付金により、各集落が漁場の生産力向上と再生に関する実践的な取り組みを

行い、所得向上や漁業世帯数の維持を図るものである。 

 

②予算額及び決算額 

 

 

平成 29 年度における本事業の財源は国・県支出金が 17,933 千円、一般財源が 6,237 千

円となっている。（一般離島については国・県・市が２：１：１の割合、特認離島につい

ては国・県・市が１：１：１の割合で負担関係が決まっている。） 

 

③事業の概要 

松山市離島漁業再生支援交付金事業実施交付要綱に基づき、５集落 170 世帯への補助金

の支出集落での活動に対し、住民個人ではなく漁業集落に補助金を交付している。対象と

なる集落は集落協定を締結した 5 集落（上怒和、元怒和、津和地、二神、釣島）170 世帯。 

補助金交付後のフォローアップとして、各集落での支出額の一覧表「遂行状況に関する

調査表」を受領しており、年２回松山市職員によって領収書等との突合を実施している。 

 

16.  「新たな水源かん養林事業」関連 

①事業の目的 

竹林は、保水力が低いため森林の水源かん養など公益的機能が奪われることから、放

置竹林を伐採し、その跡地に広葉樹等を植栽し、樹種転換を図るものである。 

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 23,773 23,637 24,170

決算額 23,637 23,491 23,444

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

報償費 40

旅費 70

需用費 232

使用料及び賃借料 12

負担金補助及び交付金 23,090 松山市離島漁業再生支援交付金　債権者集合

合計 23,444
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②予算額及び決算額 

 

 

 

③事業の概要 

石手川ダムの集水区域内の放置竹林を対象として、委託により以下の業務を実施。 

・竹林伐採及び植栽  森林所有者から整備依頼に基づき、放置竹林の伐採と植栽を

松山流域森林組合へ随意契約で委託。 

・除草業務  植栽された箇所の下刈を松山市から町内会に随意契約で委託。 

随意契約理由及び予定価格（積算）の設定にあたっては所定の「随意契約チェックリス

ト」に沿って適切に検討されている。 

なお、随意契約時の事業費の算定にあたっては、作業員単価を「愛媛県土木工事設計

労務単価（基準額）」（H29.3）を準用し、面積あたりの作業工程である歩掛は「森林環

境保全整備事業における標準単価の設定等について」（林野庁通知）を準用している。

また、間接費等を含んだ総事業費を ha あたりの単価を算出して他事業との著しい乖離を

防いでいる。 

 

17.  「水源林総合整備事業」関連 

①事業の目的 

林業従事者の高齢化や木材価格の低迷等により、放置された森林が増加している。森林

整備を森林所有者の自助努力だけでは限界があり、森林の持つ公益的機能が十分に発揮さ

れないおそれがある。そのため、放置されたスギ・ヒノキの人工林の間伐を実施し、森林

の持つ公益的機能をより高度に発揮させることを目的として現地調査や間伐を委託によ

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 65,413 67,178 68,149

決算額 58,982 58,256 58,315

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

職員手当等 375

報償費 116

需用費 1,057

役務費 43

委託料 54,590

水源かん養林育成管理等関係業務委託　33,210
千円
（松山流域森林組合　代表理事組合長　鈴木
一幸）
水源かん養林除草業務委託等　21,380千円
（日浦地区・五明地区の町内会）

工事請負費 1,978

負担金補助及び交付金 155

合計 58,315
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り実施しているものである。 

②予算額及び決算額 

 

 

本事業は全て松山市の一般財源を用いている。 

③事業の概要 

日浦・五明地区内の放置森林（保安林を除く）の放置されたスギ・ヒノキの人工林の間

伐、侵入竹を対象として、概ね 10 年間、全く手入れがされていない人工林の現地調査を

行い、森林所有者自らによる管理が困難な状況かつ市が施業することに森林所有者の同意

がある森林について、松山流域森林組合に随意契約にて委託の上、間伐を実施している。 

随意契約理由及び予定価格（積算）の設定にあたっては所定の「随意契約チェックリス

ト」に沿って適切に検討されている。 

なお、随意契約時の事業費の算定にあたっては、作業員単価を「愛媛県土木工事設計労

務単価（基準額）」（H29.3）を準用し、面積あたりの作業工数である歩掛は「森林環境保

全整備事業における標準単価の設定等について」（林野庁通知）を準用している。また、

間接費等を含んだ総事業費を ha あたりの単価を算出して他事業との著しい乖離を防いで

いる。 

〈業績の分析〉 

 

平成 30 年度までに 455ha を整備することを最終目標としており、平成 29 年度までの実

績は常に目標値を上回って推移しており、達成できる見込みは高い。 

 

18.  「緑のダム整備促進事業」関連 

①事業の目的 

石手川ダム集水区域にある森林の水源かん養機能の増進を目的として公的整備を推進

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 16,586 15,171 15,020

決算額 14,246 14,249 12,816

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

職員手当等 504

委託料 12,312
水源林総合整備事業委託契約　12,312千円
（松山流域森林組合　代表理事組合長　鈴木  一幸）

合計 12,816

放置森林整備面積 (単位：ha）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 367 400 430

実績値 368 401 431

（事務事業シートより）
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しているが、もう一つの重要水源である重信川・立岩川等の地下水の水資源確保も図る必

要があることから、それらの流域にある森林を整備し、水源かん養機能など森林の持つ公

益的機能をより高度に発揮させることが必要となっている。 

そのため、重信川・立岩川等の地下水の源流域にある放置されたスギ・ヒノキの人工林

の間伐を行い、森林の持つ水源かん養機能等の増進を図るものである。 

②予算額及び決算額 

 

 
平成 29 年度の本事業の財源は 7,742 千円が県支出金で残額は 4,659 千円である。 

 

③ 事業の概要 

重信川・立岩川等の地下水の源流域にある放置されたスギ・ヒノキの人工林の間伐を随

意契約で松山流域森林組合に委託している。また、その費用のうち 7,742 千円を愛媛県の

造林事業補助金で賄っているため、その申請に関する職員手当等が発生している。 

随意契約理由及び予定価格（積算）の設定にあたっては所定の「随意契約チェックリス

ト」に沿って適切に検討されている。 

なお、随意契約時の事業費の算定にあたっては、作業員単価を「愛媛県土木工事設計労

務単価（基準額）」（H29.3）を準用し、面積あたりの作業工数である歩掛は「森林環境保

全整備事業における標準単価の設定等について」（林野庁通知）を準用している。また、

間接費等を含んだ総事業費を ha あたりの単価を算出して他事業との著しい乖離を防いで

いる。 

〈業績の分析〉 

 

 

(単位：千円）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現計予算額 22,294 22,574 12,401

決算額 20,653 20,654 10,466

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

職員手当等 251

需用費 20

委託料 10,195
緑のダム整備促進事業業務委託契約
（松山流域森林組合　代表理事組合長　鈴木
一幸）

合計 10,466

放置森林整備面積 (単位：ha）

区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 660 710 735

実績値 660 710 735

(事務事業シートより）
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④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 39）緑のダム整備促進事業の整備予定面積見直しもしくは事業延長 

平成 31 年度終期で 860ha の整備を予定していたが、予算減額に伴い平成 29 年度の年間

整備面積が減少したことで、平成 31 年度までに累計で 860ha を整備する目標の達成が困

難となっている。「水源かん養機能の増進」は松山市にとって重要な問題と思われること

から、減額の必要性を再度吟味の上、整備予定面積の見直し、もしくは事業の延長を検討

することが必要である。 

 

19.  「流域森林総合整備事業」関連 

①事業の目的 

森林の有する多面的機能を発揮し、国土資源である森林の保全を図るため、森林組合が

行う造林事業に係る経費の一部を補助し、事業主体の経費を軽減することにより民有林の

森林施業の拡大を図ることを目的とするものである。 

 

②予算額及び決算額 

 

 

本事業は全て松山市の一般財源を用いている。 

③ 事業の概要 

松山流域森林組合が実施する間伐（53.27ha）及び森林作業道開設（14,651ｍ）に要する

事業費 66,251 千円の 20％にあたる 13,250 千円を松山市が補助するもの。なお、別途国と

愛媛県の補助金も事業費の 68%にあたる 45,051 千円交付されている。 

 松山市農林水産業補助金交付要綱（昭和 44 年 7 月 1 日）において、林業振興関係の

造林関連事業については事業費の 20%以内を交付することが認められており、これに反し

た取り扱いは発見していない。 

 

 

  

(単位：千円）

区分 平成27年度平成28年度平成29年度

現計予算額 4,559 8,096 13,250

決算額 4,559 8,096 13,250

(単位：千円）

節
平成29年度
　決算額

主な内容

負担金補助及び交付金 13,250
流域森林総合整備事業費補助金　松山流域森林組合
13,251千円

合計 13,250
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第７章 包括外部監査の結果と意見（卸売市場関係） 

1.   松山市卸売市場（青果・花き）決算の推移 

松山市の卸売市場（青果・花き）事業に係る決算の推移は、次表のとおりである。 

①歳入 

【青果】 

 

【花き】 

 

（ⅰ）市場使用料 

 卸売業者の売上高の 1000 分の 3（松山市中央卸売市場業務条例施行規則第 98 条及び

松山市公設花き地方卸売市場業務条例施行規則第 81 条に基づく）を使用料として徴収し

た金額である。毎月卸売業者から提出される売上高報告書に基づき調定を行っている。

そのため、卸売業者が売上高の過少報告を行った場合には調定不足となるリスクがあ

る。 

 

〈使用料に係る会計事務の検証〉 

平成 29 年度の使用料について、「歳入予算整理簿」より、平成 29 年 4月をサンプル

として抽出し、使用料算定にあたり提出された売上高報告書を、卸売業者の会計システ

ムから出力された月次試算表と照合し合致していることを検証した。 

 

（ⅱ）施設使用料 

 卸売業者、仲卸業者及び関連事業者等から賃貸面積に応じた額を使用料として徴収し

た金額である。一部入退去があったことで若干の変動が生じている程度で特筆すべき金

額の増減は生じていない。 

(単位：千円）
平成27年度平成28年度平成29年度

市場使用料 64,203 67,350 65,551

施設使用料 146,677 144,079 143,044

雑入 62,055 58,164 60,673

市債 0 33,900 47,500

県補助金 0 13,113 13,220

繰越金 0 13,372 48,313

一般会計繰入金 40,824 155,968 161,352

合計 313,759 485,946 539,654

(単位：千円）
平成27年度平成28年度平成29年度

市場使用料 4,553 4,483 4,338

施設使用料 10,610 10,610 10,610

雑入 6,182 6,124 6,550

市債 0 0 0

県補助金 0 0 0

繰越金 0 0 0

一般会計繰入金 1,074 3,901 3,786

合計 22,419 25,118 25,284
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（空室について） 

ただし、生鮮食料品流通の構造変化や事業者の高齢化等に伴い、業者の廃業あるいは

撤退等が進んでおり、平成 30 年６月１日現在では関連商品売場棟の 68室にあたる 25 室

が空き店舗となっている（出典：松山市作成「平成 30 年度 中央市場施設使用指定一

覧」）。 

【松山市中央卸売市場の入居状況】 

 

 （関連商品売場棟） 
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（出典：松山市作成資料） 

空き店舗については、施設使用料収入が得られないため、市場経営を圧迫する要因と

もなっていることから、その有効活用を図ることが求められるため、松山市中央卸売市

場の HP 上にて随時入居者募集を実施しているところである。 

 

（使用料の減免について） 

また、入居はあるものの、使用料を減免する場合がある。減免先は下記のとおりで、入

居者の財政支援目的で減免する事例はない。 

業者名 施設の種類 面積 減免

状況 

理由 

関連事業者組合 関連店舗 29 全額

減免 

 

組合員の福利厚生を目的として設

置されており、市場運営における

協力事業の拠点として有意義に活

用されているため。 

松山中央青果商業

協同組合 

（売参購買部） 

倉庫 99.55 一部

減免 

寄付採納をしているため。 

㈱愛媛花きセンタ

ー 

温室 176.13 一部

減免 

寄付採納をしているため。（※） 

㈱松山花き園芸 温室 147.69 一部

減免 

寄付採納をしているため。 

松山青果商業協同

組合 

休憩所 200 減免 福利厚生施設として市場関係者の

利用に供するため 
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松山青果商業協同

組合 

ゴミ集積所 60 減免 寄付採納をしているため。 

中央市場運営協議

会 

郵便集合受箱 ‐ 減免 公的な郵便集合受箱として市場関

係者の利益に供するため。 

日本郵便㈱松山西

郵便局 

土地（公設ポ

スト） 

１ 減免 市場関係者の利用に供するため。 

愛媛中央花き商業

協同組合 

福利厚生施設

（休憩所） 

32 減免 福利厚生施設として市場関係者の

休憩所として利用するため。 

出典：松山市作成「平成 30 年度 中央市場施設使用指定一覧」および「減免先及びそ

の理由」 

（※）当該施設の建設費は、使用業者によって支出されており、本来、所有権は建設費

を支払った者に存するものであるが、市所有の市場内敷地に建設されるものであること

から、寄付採納により、市が所有権を取得しているもの。その代わり、建物使用料は松

山市中央卸売市場業務条例第 73 条第 3号（当時）（使用料の減免）の規定により、償却

期間 20 年間使用料は無料としている。ただし、20 年を経過した後においても建築費を

支出している者に対して、建物についての使用料を徴収することは、社会通念上妥当で

ないため、減免を行い土地及び損害保険料のみ徴収しているもの。 

 

（ⅲ）雑入 

 大半が卸売業者、仲卸業者及び関連事業者から徴収した電気・水道・電話代であり、

市が一旦立替払いした経費の精算科目としての機能を果たしている。 

 

（ⅳ）市債・県補助金 

 平成 28・29 年度に実施した中央卸売市場冷蔵庫棟の改修にあたり、愛媛県から補助を

受けるとともに、事業費の一部を市債にて調達したもの。そのため、平成 27 年度以前に

発行した市債の残高はない。 

 

（ⅴ）一般会計繰入金 

 松山市中央卸売市場事業実質収支は黒字となっているが、これは歳入の一部が一般会

計からの繰入金で賄われているためで、その多寡が行政への依存度を示している。 

平成 27 年度は約 40 百万円程度であったが、平成 28～29 年度にかけて 155 百万円と

161 百万円へ約 4倍の増加となっている。この点、青果部冷蔵庫棟の改修及び市況シス

テム改修事業により一時的に増加したものである。 

 なお、総務省から毎年通知される「地方公営企業繰出金について」に定める範囲内で

あれば、その一部について地方交付税等において考慮される。松山市中央卸売市場事業

において、今後、使用料がどこまで減少すると総務省からの通知を超えて松山市の一般

会計に負担（赤字繰入）をもたらすか、松山市市場管理課にてシミュレーションを実施

した。 
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H30 歳出 資本工事 償還金 元金 償還金 利子 営業費用

584,751 千円 － 38,362 千円 － 0 千円 － 558 千円 ＝ 545,831 千円

※3ヵ年度平均

= 584,751

営業費用 元金1/2 利子1/2 繰入基準額 ①

545,831 千円 × 30% ＋ 0 千円 ＋ 279 千円 ＝ 164,028 千円

市場使用料 96,339 H30 歳出 H30 歳入（計） 一般会計繰入金 ②

施設使用料 218,448 584,751 千円 － 441,281 千円 = 143,470 千円

雑 入 126,494

H30 歳入（計） 441,281

繰入基準額 ① 一般会計繰入金 ② ①－② ※プラスなら黒字、マイナスは赤字

164,028 千円 － 143,470 千円 ＝ 20,558 千円

市場使用料 75,781 H30 歳出 H30 歳入（計） 一般会計繰入金 ②

施設使用料 218,448 584,751 千円 － 420,723 千円 = 164,028 千円

雑 入 126,494

H30 歳入（計） 420,723

繰入基準額 ① 一般会計繰入金 ② ①－② ※プラスなら黒字、マイナスは赤字

164,028 千円 － 164,028 千円 ＝ 0 千円 ← 基準外繰入±０

平成30年度 決算（シミュレーション）

H30年度 総務省繰入基準額 算出

←　総務省繰入基準以内の一般会計繰入金（黒字）

市場使用料収入が、２１．３％減少した場合

　［試算］ 平成30年度をベースに、市場使用料（売上高）収入が減少した場合の基準外（赤字）繰入金

　　条件① 新規（臨時的）工事、事業等なし
　　条件② 不用額は過去５ヵ年度平均（当初歳出予算－不用額＝歳出額）
　　条件③ 資本工事金額は、過去３ヵ年度平均（冷蔵庫棟改修工事の２ヵ年度除く）

　以上の条件で試算した結果、市場使用料（売上高）収入が、収入見込みより「２１．３％（20,５５８千円）」を超え
る減収となった場合、総務省繰入基準額を超えると予想される。（赤字繰入が発生する）

［当初歳出］ 624,900－ ［H29不用額］　 40,149

（不用額：５ヵ年度平均）

平成３０年度 決算見込み



 
 

197 
 

 シミュレーションの結果、市場使用料が 20％程度減少して初めて基準外繰入が生じる

ものであり、実際の市場使用料の推移は現在ほぼ横ばいか微減傾向であることから、現

時点で赤字繰入の発生の可能性は高くないものと考える。 

 

【参考】「平成 28 年度の地方公営企業繰出金について（繰出基準）」（抜粋） 

１ 市場における業者の指導監督等に要する経費    

(2) 繰出しの基準      

現場取引、卸売人の業務及び経理等に対する指導監督、その他流通改善対策等に要

する経費として当該年度における営業費用の 30％とする。 

２ 市場の建設改良に要する経費  

  (2) 繰出しの基準    

 市場施設の建設改良に係る企業債の元利償還金(ただし、利子支払額については、

平成４年度以降同意等債に係るものに限る。また、ＰＦＩ事業に係る割賦負担金を含

む。)の２分の１とする。 

 

②歳出 

 

歳出に関する詳細検討は次章以降に記載する。 

 

（ⅰ）青果部市場維持管理事業 

   
 施設の使用許可や維持管理に要する費用を計上している。 

平成 29 年度における主な科目の内容は下記のとおり。 

需用費：光熱水費 64,046 千円 

(単位：千円）
平成27年度 平成28年度 平成29年度

職員人件費(青果部） 73,914 73,812 72,611

青果部市場維持管理事業 139,876 151,591 158,911

青果部市場施設整備事業 42,828 55,082 46,855

青果部業務運営事業 6,519 6,788 7,180

松山市中央市場運営協議会負担金 1,200 780 840

中央卸売市場冷蔵庫棟 2,877 112,161 204,849

市況システム 0 4,424 15,556

市債元金償還金 23,999 25,189 26,439

市債利子 3,415 2,225 1,114

合計 294,629 432,053 534,355

(単位：千円）
平成27年度平成28年度平成29年度

旅費 8 5 9

需用費 65,557 62,196 65,012

役務費 2,641 3,151 2,666

委託料 59,978 75,116 81,270

使用料及び賃借料 15 15 143

備品購入費 0 0

負担金補助及び交付金 9 3 11

公課費 11,668 11,105 9,800

合計 139,876 151,591 158,911
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委託料：市場内の警備及び衛生保持、ごみ処理、電気・機械・設備等の保守点

検に関する業務委託（株式会社ロイヤルアイゼン外 １７社へ委託料

を支出） 

公課費：消費税負担額を本科目で計上している。 

 

（ⅱ）青果部業務運営事業 

 

 

（1）現金管理 

 松山中央卸売市場（産業経済部市場管理課）において、管理する現金はなかった。 

 

（2）物品管理 

 平成 29年 5 月に「備品たな卸し報告書」「物品台帳」「たな卸し確認表」が適切に作

成されていることを確かめた。 

 

（3）情報システム 

 市場管理課において利用されている情報システムは下記のとおり。 

・庁内 LAN 

・市況システム 

平成 28年 7 月から適用された情報セキュリティポリシーに基づき、(2)については

所管および利用している市場管理課において、情報セキュリティ実施手順を定めて

いる。 

また、下記の帳票の作成が求められており、適切に作成されていることを確かめ

た。 

・庁内 LAN 環境情報資産分類表 

・情報資産〔持ち出し〕管理台帳 

・外部記録媒体管理台帳 

・情報資産管理台帳 

なお、7月 30 日に実施した現場往査時において「外部記録媒体管理台帳」に記載

された USB メモリ等が全て市場管理課において適正に保管されていることを確かめ

た。 

(単位：千円）
平成27年度平成28年度平成29年度

報酬 0 0 0

共済費 606 632 652

賃金 4,430 4,429 4,607

報償費 271 277 256

旅費 208 240 252

需用費 285 0 89

役務費 588 1,081 1,026

使用料及び賃借料 0 0 0

負担金補助及び交付金 132 130 0

合計 6,519 6,788 6,882
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（ⅲ）松山市中央卸売市場運営協議会負担金 

 当協議会は、開設者である松山市が事務局として関与しているが、協議会規約第 17 条

において「市の負担金は、当該年度の負担金全額の 1/3 以内とする。」とされており、

平成 29 年度の本協議会の収支決算報告においてもその比率は維持されており、財政援助

団体に該当するものではない。また、松山市からの出資もない。 

 

（ⅳ）青果部市場施設整備事業 

施設の状況把握（施設の設置年度、施設の状況、保守点検結果、故障・異常の発生頻

度、その他）、整備・修繕計画の検討、施設整備事業の実施を行っているものである。 

 

平成 29 年度における主な科目の内容は下記のとおり。 

工事請負費：突発的な修繕対応を含む。 文化シャッターサービス株式会社 

外 21 社へ工事請負費を支出したもの。市場機能を維持するための

定期的な修繕・改修が主である。 

 

③監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見40）松山市中央卸売市場の更新投資計画作成の必要性 

松山市中央卸売市場は築45年を迎えようとしており、設備の老朽化が進んでいる。国

の「減価償却費の耐用年数に関する省令」によれば、建築物の法定耐用年数は鉄筋コン

クリート造で50年、鉄骨造で30又は38年（骨格財の厚みによる）であり、松山市中央卸

売市場の大半の建造物について、近時にまたは早期に市場の長寿命化も含めた対応を検

討する必要があると考えられる。 

この点、平成 29年 2 月に策定された「松山市公共施設再編成計画」p126 において、

中央卸売市場については「長寿命化を念頭に置いた改修及び維持管理を実施し、施設更

新時には市場の取扱量の増減に応じて施設規模の見直しを行います。」「施設更新時市

場関連施設（管理棟、銀行、関連商品売場、冷蔵庫棟等）の複合化を検討します。」と

の方向性を打ち出している。 

(単位：千円）
平成27年度平成28年度平成29年度

委託料 0 338 0

工事請負費 42,786 54,708 42,367

原材料費 41 36 317

合計 42,828 55,082 42,683
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（出典：松山市公共施設再編成計画） 

具体的な更新費用を見込むため、市場管理課が中心となって定めた「松山市中央卸売

市場経営展望（平成 25～34 年度）」に基づいて、更新が必要と見込まれる施設と必要

な想定事業費について、市場管理課において見積もりを実施したところ、下表の結果と

なった。 
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なお、上記の他に下水道への接続工事 50,000 千円が平成 32 年に予定されており、上

記見積もりの結果、想定事業費は最低でも 10 億円を超える見通しとなる。 

以上の検討の結果、国費・企業債を活用しても市の財政に負担となることは間違いな

く、将来にわたり安定的に事業を継続していくことができるよう投資のあり方について

更なる検討が必要である。 

 

（意見 41）松山市中央卸売市場の経営戦略作成の必要性 

先述の「経営展望」においては、今後の松山市中央卸売市場の取扱量に関する目標は

定めているものの、収支・お金に関する見込みは含まれていない。 

昨年、卸売市場法等の改正法が成立し、平成 32年 6 月に施行される改正法では取引に

関する規制が大幅に見直される予定である。 

 

見直される主な規制 可能となる行為 

第三者販売の原則禁止 卸売業者による仲卸、売買参加者以外へ卸売 

直荷引きの原則禁止 仲卸業者が卸売業者以外から仕入れる 

商物一致の原則 卸売業者による市場外の生鮮食料品の卸売 

 

これら取引ルールについては、開設者、市場関係者が協議し、市場の実情等に応じて

定めることができるようになる。 

松山市中央卸売市場においても、今後、市場取引ルール等について開設者・市場関係

者が協議し定めることとなるが、これら規制が緩和されると、現行の卸売業者、仲卸業

者の区分があいまいになり、卸売市場の形骸化、市場内での現物の取引の減少が見込ま

れるなど、卸売市場のあり方が大きく変わる可能性が大きく、現時点で将来取扱量を推

計することが困難な状況にある。 

また、「「経営戦略」の策定推進について」（平成 28 年 1月 26 日付け総財公第 10

号・総財営第 2号・総財準第 4号 総務省自治財政局公営企業課長、公営企業経営室長、

準公営企業室長通知）において、総務省から平成 32 年度を期限として「経営戦略」の策

定が求められているところである。 

以上を踏まえ、「松山市中央卸売市場経営展望（平成 25～34 年度）」については、終

了年度である平成 34 年度を待たずして、早期に見直しを図る必要があると考える。な

お、総務省が求める「経営戦略」には会計に関する知見と将来投資の見積もりや外部環

境調査等多岐にわたる内容の分析が必要であるため、市場管理課のみならず、財政課等

他部署の専門的知見を活用した上で、先に総合意見で述べた『卸売市場の展望につい

て』も考慮して現実的な松山市中央卸売市場の経営戦略を作成することが必要である。 

 

2.   「水産物部市場維持管理事業」関連 

①事業の目的 
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経営戦略的な視点を持った市場運営の観点から、水産物の流通拠点として市場機能が

十分発揮ができるよう市場における施設及び設備のメンテナンス、衛生管理等を行うこ

とを目的としている。 

対象施設は松山市三津ふ頭に位置する松山市公設水産地方卸売市場で、同所の開設は

昭和 56 年である。 

主たる支出は、需用費としての電気や水道代と、委託料として市場内の警備及び衛生

保持、ごみ処理、電気・機械・設備等の保守点検に関する業務委託料となっている。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：115,322 千円 

    うち光熱水費  53,437 千円 

    うち委託料   51,461 千円 

決算額：114,608 千円 

    うち光熱水費  56,010 千円 

    うち委託料  49,936 千円 

 

③事業の概要 

主たる支出額のうち需用費については純粋に電気代等のみのため、以下委託費部分に

ついて記載する。 

平成 29 年度事務事業シートによれば委託先は 19 社とされている。その内訳として、

主な委託費の支出先、業務内容及び年間支出額は以下の通りである。 

委託先 業務内容 委託金額(千円) 備考 

K 社 警備業務 24,345 3 ヵ年の長期継続契約。 

R 社 廃棄物運搬及び処理業務 3,620  

I 社 汚水処理施設保守管理業務 8,991  

S 社 清掃業務 4,145 3 ヵ年の長期継続契約。 

出典：松山市作成「歳出予算整理簿」より。 

 

 事業者の決定過程は、指名競争入札又は随意契約によっている。上記案件にかかる契

約方法の特徴として、原則事業者との契約締結は年度ごととするところ、備考欄にもあ

るように当初から最長 36 か月の契約を締結しているケースがあるほか、松山市久万ノ台

にある松山市中央卸売市場および松山市公設花き地方卸売市場の業務とセットで契約が

なされている点である。 

 市場管理課の担当者によれば、複数年契約によるメリットとして委託料総額の低減が

図れることと、毎年度入札等を実施した結果、請負事業者が変わることになった場合に

比してスムーズかつ適正な業務運営が可能になる点にあるということである。  

 また、三市場全体で警備業務や清掃業務を同一事業者に委託している。契約予定額が

高額になるほど入札による競争原理が効きやすいことのほか、同一事業者に発注するこ

とによる規模の経済の効果で、諸経費の発生額や警備業務に必要となる責任者や警備員
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自体の配置が効率化できることにより、委託料が相対的に安価になるというメリットが

あるとのことである。 

 

3.   「水産物部市場施設整備事業」関連 

①事業の目的 

経営戦略的な視点を持った市場運営の観点から、水産物の流通拠点として市場機能が

十分発揮ができるよう市場施設及び設備の修繕又は更新を行うことを目的としている。 

対象施設は松山市三津ふ頭に位置する松山市公設水産地方卸売市場で、水産物部市場

維持管理事業と同一の所である。建設後約 40 年を経過し、施設の老朽化も進んでいるこ

とから、前述の機能を維持するために計画的な改修等が必要となっている。 

事業費の内容は工事請負費であり、平成 29 年度のうち主な内容は、汚水処理場からの

放流水量を測定していた流量計が故障した事による更新と、市場建設後 1度も交換され

たことがなかった変圧器の部品交換である。 

市場内の施設としては、卸売場棟、倉庫棟、冷蔵庫棟、関連商品売場棟 A・B の他に、

市場に近接した場外荷揚場がある。平成 30 年 3月末時点では卸売棟に関しては卸売業者

及び仲卸業者すべてのブースが埋まっているが、倉庫棟の半分、冷蔵庫棟 2 階、そして

関連商品売場棟 Aの 9室が空室で利用されていない。担当者への質問ではこの状態は少

なくとも 2年前から続いているとのことである。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：42,756 千円 

    うち工事請負費 42,423 千円 

決算額：42,683 千円 

    うち工事請負費 42,367 千円 

 

③事業の概要 

平成 29 年度事務事業シートによれば支出先は 18 社とされている。その内訳として、

主な支出先、業務内容及び年間支出額は以下の通りである。 

委託先 工事内容 委託金額(千円) 備考 

I 社 排水処理施設放流流量計検出

器交換工事 

1,296  

S 社 電気室電灯変圧器№1 取替そ

の他工事 

1,236  

出典：松山市作成「歳出予算整理簿」より。 

 

平成 29 年度においては、1 件当たりで 1,000 千円を超えるものは上記の 2 件のみであ

り、それ以外は少額かつ多数の修繕費用である。ただ、冒頭にもあるように経年劣化に

より多くの箇所で修繕更新が必要になっており、結果的に 42,367 千円という多額の修繕

費用となっている状況である。今後の改修計画として発生可能性が高い案件は、冷蔵庫
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棟の改修と場外の荷揚場の改修である。前者は使用する冷媒の変更に伴う機器改修だけ

ですむ場合には 82,000 千円、建物自体の大規模改修まで行う場合には 210,000 千円が必

要で、後者は 80,000 千円の投資規模が予定されている。平成 33 年度までに完了させる

必要があるが、後述の卸売市場法の改正にも関係し、投資規模等を今後詰めていくとの

ことである。 

                     (単位：トン、千円) 

 

     出典：市場管理課作成 市場概要及び歳入・歳出データより。 

 

事業の目的に記載している倉庫棟の半分、冷蔵庫棟 2 階、そして関連商品売場棟 A の

9 室の未利用状態が続いているが、市場取引の規模が少なくなってきていることも無関

係ではない。直近の取引状況は上記表のとおりである。 

趨勢として、鮮魚取扱量を見てみると、10 年前の平成 19 年度には 12,231 トン、5 年

前の平成 24 年度に 10,515 トンであり、直近の 3 年度は上記の通りである。収入にも傾

向は表れており、運営に必要な資金を一般会計からの繰入金で補填しているがその額が

徐々に増加してきている。 

 

開設者である松山市では、当市場の耐震診断を平成 11 年 1 月に民間の設計事務所へ委

託している。当時、建設省告示第 2089 号「特定建築物の耐震診断及び耐震改修に関する

指針」及び（財）日本建築防災協会「既存鉄骨造建築物の耐震診断基準及び耐震改修設

計指針・同解説(1996)」を根拠として、卸売場棟、冷蔵庫棟、関連商品売場棟 A・B の各

建物を対象とした。結果は、当時の基準に照らして、地震時の振動及び衝撃に対して倒

壊し、又は崩壊する危険性が低いとするものであった。松山市は、この時以降耐震診断

は行っていない。従来の考え方では、一般の人々の来場が想定されにくい施設という扱

いで、松山市における優先順位も相対的に低かったこと、結果、予算措置もされてこな

かったことが理由となっている。しかしながら、最近では定期的なイベントも実施され

ており状況は変わってきている。 

  

平成27年度 平成28年度 平成29年度

総取扱量 10,596 10,578 9,920

同　金額 9,859,842 10,286,066 9,787,946

　うち鮮魚取扱量 9,678 9,699 9,252

　同　金額 8,856,107 9,019,886 8,897,864

市場使用料 29,984 29,806 29,113

施設使用料 61,112 61,375 60,623

一般会計繰入金 134,766 135,503 140,433
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ところで、先述の「（意見）松山市中央卸売市場の経営戦略作成の必要性」にも記載

のとおり、平成 30 年度に卸売市場法が改正され、公設市場に関する環境が今後激変する

可能性が生じている。概略を記すと以下のようになる。 

・市場の開設者として自治体以外に一定水準を満たす民間会社も認める(農林水産大臣の

認定が必要)。 

・市場関係者として、卸売業者、仲卸業者、売買参加者の限定が法律上なくなる。市場

での取引に直接参加できる者の定義なども市場開設者が条例等で定めて運営していくこ

とになる。 

・法律上「商物一致」の原則が廃止され、市場ごとに実情に応じ規制を定めることがで

きる。松山市地方卸売市場以外での売買も可能になる。 

 

 このように当市場をとりまく環境の変化が近年特に重要な影響を与えかねないなか、

短期計画及び中長期的な視点での基本方針も必要と考えるが、現時点では冷蔵庫棟と場

外荷揚場の改修計画があるものの、「松山市中央卸売市場経営展望」のような公設水産

地方卸売市場に係る経営展望などの将来ビジョンに基づく具体的な計画として予定され

ているものではない。 

   

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 42）松山市公設水産地方卸売市場の将来ビジョン策定の必要性 

松山市公設水産地方卸売市場（以下、この意見において「当市場」とする）について

は現状の修繕計画において冷蔵庫棟の改修や場外荷揚場の修繕など多額の支出が必要と

されており、このような更新投資は市場の将来ビジョンがはっきりしなければ無駄な支

出が生じる可能性がある。 

当市場は建設当時の取扱量が現在よりも多く、施設・設備の規模が現在の取扱量から

見ると過大で、複数の建物に遊休状態が生じている。設計上は多少の余裕は勘案するべ

きであろうが、明らかに過剰となれば更新投資のイニシャルコストとその後のランニン

グコスト双方に重要な悪影響を与えるであろう。 

しかしながら、このような更新投資が予定されているにも関わらず中長期の将来ビジ

ョンが策定されていない。卸売市場法の改正を受け、当市場の存在意義と必要性を市民

に認知してもらうためにも、当市場を今後どのように位置づけ、そのためにどのような

運営を行っていくのかを明らかにした将来ビジョンを早急に定める必要がある。 

なお、「水産物部業務運営事業」に記載の通り、市場外に荷揚場を設置したことによ

り卸売業者に運搬業務等を行わせている事情から平成 15 年度以降現在まで毎年 52,000

千円の補助金を交付している。現在の施設の分散状況では致し方ないことではあるが、

将来計画については、このような問題も可能な限り解消されるように十分に検討して策

定していただきたい。 
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（意見 43）市民目線での定期的な劣化診断の実施 

松山市公設水産地方卸売市場（以下、この意見において「当市場」とする）は当時の

建設省告示等を受けて平成 11 年 1月に耐震診断を実施している。その後、当市場では大

きな構造変更を伴う改修等を実施していないことから、このような耐震診断は行われて

いない。 

しかし、後述の「松山市水産市場運営協議会負担金」関連の項目にも記載していると

おり、近年は市場の認知度アップと活性化に資する事業と位置づけ、魚食普及をも目的

に一般消費者向けのイベントを当市場で年間複数回実施している。そのため、一般市民

を含む不特定多数の者が出入りすることから、壁面の亀裂など安全性に対して市民が感

じる不安についても十分に考慮するべきである。 

そこで建物には経年劣化が生じることを考えると、今後は一般市民の目線にも配慮し

た定期的な劣化診断が必要と考えられる。 

 

4.   「水産物部業務運営事業」関連 

①事業の目的 

生鮮食料品の流通を取り巻く環境は、交通インフラ整備、冷凍冷蔵技術の向上、情報

通信網の充実、さらには産直販売や電子商取引の拡大など多くの要因で変化し続けてい

る。そのような環境下でも、健全かつ適正な取引の確保、市場外流通にはないメリッ

ト、例えば水産物の安定的な流通の確保など、市場の存在意義を認知してもらう必要が

ある。そこで、水産物取引の適正化、流通の円滑化を図り、もって市民生活の安定に資

するための事業と位置付けられている。 

主たる事業は売買取引の指導監督とされており市況システムや市場関係者に対する業

務許可や業務条例、規則の制定及び改廃も含んでいる。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：59,034 千円 

    うち補助金 52,000 千円 

決算額：58,523 千円 

    うち補助金 52,000 千円 

 

③事業の概要 

平成 29 年度事務事業シートによれば、上記予算額及び決算額の約 9 割を占める補助金

が主たる事業であり、これは卸売業者である 2 社に対するものである。補助金以外で

は、非常勤職員報酬が約 4 百万円で、当事業の支出はほぼこの補助金であることが分か

る。 

当該補助金は、平成 15 年度以降現在まで 1 社あたり 26,000 千円の合計 52,000 千円の

状態が継続している。補助金の対象は、荷揚場が場外にあり当市場への運搬も含めて、

事業者の人件費や車両、機器などの設備費に対する支出を補填するものである。以下に

現状の施設の位置関係図を示している。 
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当市場開設当時より、フェリー航路などの諸事情からやむを得ず市場外に荷揚場を設

置(図の右下)することになり、新たに荷受場が整備されるまでの間、荷揚や運搬にかかる

費用を支援するため、関係者で覚書を交わし補助金を支出したのが始まりである。その

後金額の変遷はあるが、当補助金の根拠となる「松山市公設水産地方卸売市場荷受業務

整備事業補助金交付要綱」制定後も現在に至っている。荷受場の建設については、継続

して協議検討を行っているものの協議は進んでおらず、今もやむをえず経費負担を行っ

ている状況にある。したがって、場内に荷揚場が建設できれば、当然補助は不要にな

る。 

当該補助金は関係者間の覚書によるほか、毎年度収支予算及び実績報告において支出

の決定や過去の支出妥当性の検証が行われている。直近の業者 2 社からの収支予算によ

ると、少ない方の 1 社でも事業費に占める当該補助金の割合が 70％を超えており、事業

者にとっても当該補助金は重要な位置を占めている。 

 

④監査の結果 
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 実施した監査の結果、検出した事項および意見は前項目の 3．「水産物部市場施設整

備事業」関連に併せて記載する。 

 

5.   「松山市水産市場運営協議会負担金」関連 

①事業の目的 

松山市水産市場に設置されている任意団体の位置づけで設置された運営協議会の、運

営に必要な資金のうち一部を松山市が負担しているものである。運営費及び魚食普及事

業に関係するイベント実施時の負担金であり、魚食離れを食い止めるべく、市場関係者

と市場開設者が連携しながら魚食普及や市場活性化に取り組むための諸事業を行ってい

る。   

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：14,060 千円 

    うち旬・鮮・味まつり開催費 8,700 千円 

決算額：13,425 千円 

    うち旬・鮮・味まつり開催費 8,863 千円 

 

③事業の概要 

平成 29 年度 水産市場運営協議会決算書によれば、歳入及び歳出は次のとおりであ

る。 

(単位：千円) 

 

  ※実績額の歳入合計と歳出合計の差額は繰越金となっている。 

 

当運営協議会は、常任顧問 2 名、会長、1 名、副会長 2 名、理事 11 名(理事会メンバー

を兼任)、監事 2 名のほか、庶務を行う事務局として市場管理課担当者が関与している。 

予算額 実績額

歳入合計 14,060 14,174

　会費負担金 5,313 5,313

　うち松山市負担分 1,700 1,700

　旬・鮮・味まつり松山市負担金 7,200 7,200

歳出合計 14,060 13,425

　運営協議会事業費 9,280 9,341

　　うち旬・鮮・味まつり開催費 8,700 8,862

　委員会事業費 4,554 4,085

　　うち魚食普及推進事業費 2,170 1,887
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上記役員等は、卸売業者 2 社の他、松山市水産仲卸協同組合、松山水産商業協同組

合、関連事業者会が担当している。 

事業費については、旬・鮮・味まつりにかかるイベント開催費用が支出額のほとんど

を占めているが、次点で魚食普及推進事業の支出額が多くなっている。魚食普及推進事

業の内容としては、魚のさばき方や干しタコの作成、学校給食メニューへの魚食普及等

のための経費などとなっている。 

  

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 44）魚食普及とイベント実施による消費者への効果の検証の必要性 

 イベント実施による市場の一般開放は、一般消費者に対しては市場の存在を認識させ

ることにつながり、魚食普及という観点からも非常に良い試みである。このような水産

市場でイベントを定期的に実施し、旬・鮮・味まつり事業や魚のさばき方教室、干物づ

くり教室を行うことは、当市場自体の認知度が上がり、結果として魚食普及にも貢献す

るという一石二鳥の事業であると言える。 

しかしながら、当事業の事務事業シートを拝見すると「貢献している」理由として

「市場の正常化、流通の円滑化及び安定供給に役立った。」としか記載されていない。

このような抽象的な理由では当事業が本当に貢献しているかどうかは判断できない。ま

た H30 年度の目標も「市場関係者と協力し、市場の正常化及び流通の円滑化と安定した

供給を図り、魚食普及をさらに推進する。」であることを考えると、もう少し実際に行

った事業がどのように市場の正常化、流通の円滑化及び安定供給に役立ち、魚食普及が

どのように推進されているのかを具体的に記載していただきたい。 

 そのためにはイベント実施と魚食普及との関係を明らかにする形でアンケート等を実

施し、消費者への効果の検証を実施する必要があると思われる。 

 

6.   「資産管理」関連 

 現地視察の手続きの一環として、公有財産及び備品関係の帳簿と現物との状況を確認

した。 

 土地建物に関しては、帳簿と実際の敷地内視察を行い、概ね整合していることを確か

めた。備品関係に関しては、帳簿及び現物より抽出した任意サンプル 1件ずつについて

両者間の整合を確かめた。 

 帳簿には、現物照合の結果として付されているチェックマークも確かめており、現物

管理の実施状況に問題は発見されなかった。 

 

７.  「債権管理」関連 

(1) 事案の発生と経緯 

平成 30年 4 月の年度開始時点で 16 事業者存在した仲卸業者のうち、その 1 社である

Y社から業務廃止の届出が提出され仲卸業が取り消しとなり、退去することとなった。 
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 直接的には本報告書の監査対象年度を経過した後の事象ではあったが、水産市場にお

ける歳入等の資料の閲覧及び Y社を含む未収金の管理状況を確認する中で、Y 社の平成

29 年度分の施設使用料、共益費相当の収入が適時になされず、平成 30年 3 月末時点で

未回収となっている状況が把握された。前述のとおり、Y社は平成 30 年 8 月まで仲卸業

者としての許可がなされており、その期間に発生した平成 30 年 4月度から 8 月度に関す

る収入も未収となっている状況にある。滞留債権の状況等は以下のとおりである。 

  （単位:千円） 

 

  

 本来収入するべきであった金額は、平成 29年 4 月以降 Y社が廃業による退去をするこ

ととなる平成 30年 8 月度までの合計 1,790 千円にのぼる。なお、上記表にはないが、松

山市では保証金を徴収しており、その残高は 254 千円となっており、本件処理にあたり

当該保証金を充当する予定であることから、差額の 1,536 千円が現時点で徴収不能とな

っている金額である。 

 

(2) 松山市のこれまでの対応 

 (1)の経緯の中で、松山市としての対応は以下のものであった。記載内容は市場管理課

が保管する一連の資料を閲覧しヒアリングした結果であり、実際にはこの記載以外にも

数多の資料を閲覧しているが、本報告書の記載上重要と思われるものを抜粋している。 

 

 

施設使用料 雑入 備　考

平成29年4月～平成30年3月 992 312 －

平成30年4月～平成30年8月 394 93
8月度に関しては日割り計算
を行っている。

合計 1,386 404

日時等 資料名 顛 末 

平成 29 年 6 月 23

日 

協議等記録 当該法人の代表者と面談及び電話連絡し、入金について協議。 

23 日、平成 29 年 4月分雑入、施設使用料の一部を入金。 

平成 29 年 7 月 12

日から 26 日 

協議等記録 12 日、未入金について代表者と面談。 

その後、納付計画書の作成を指導したが、作成されず、電話催告を続けるものの、代表者は姿 

を見せず。 

平成 29 年 8 月 17

日から 22 日 

協議等記録 代表者へ督促状等の受取と、納付計画書の作成指導のために電話による連絡を試みるも不在。 

いったんは代表者との面談が出来たため、清掃料の支払いの承諾、市場使用料等の納付計画書 

の作成の同意を得たが、その後代表者とは連絡が取れない状態が続いた。 

平成 29年 9月下旬

から 10月中旬 

協議等記録 およそ 1ヶ月ぶりに代表者から連絡を受けたのち、代表者の関係者を名乗る人物から返済につ 

いて協議を希望する連絡があった。代表者同席を条件に受け入れ、電話と面談の 2 度協議を行 

うものの、面談の際には代表者が同伴せず、具体的な協議ができなかった。 

以降、郵送・電話による督促等を続けたが、代表者と連絡を取ることができず、失踪状態となった。 
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※買受代金：各仲卸業者が買受代金を仲卸組合に支払い、当該組合は一括して買受代金を卸売業者へ支払う

という組合代払いという制度を採用している。本件のように、ある 1社が仲卸組合に対し未納

の状態では、他の組合員が未納額を分割して補填し、卸売業者へ全額を納付することとなって

いる。 

 

現市場管理課の上席者及び担当者になってからは決算期をまたぐような長期にわたる

債権未回収と最終的に徴収不能となりうる案件は発生したことはないとのことである

が、過去においては、使用料等の納付が遅れる事例が見受けられてきたものの、その都

度、督促、催告等を行うとともに、直接面会し、経営状況等に合わせた分納指導を行う

ことによって、出納閉鎖を一つの区切りとして年度内納付を完了してきた経緯があっ

た。 

  

(3) 問題のある市場関係者を処分するルールについて 

本件の未収金が発生した平成 29年 7 月以降において、以下のような「松山市公設水産

地方卸売市場業務条例」（以下、本章において「水産市場条例」とする）の条文の適用

が検討されていた。 

・「市長は、仲卸業者が第 19 条～、又はその業務を適確に遂行することができる資力

信用を有しなくなったと認めるときは、その許可を取り消すものとする(水産市場条例

第 22 条第 1項)」 

・「市長は、正当な理由なく引き続き 1か月以上その業務を休止したとき又はその業

務を遂行しない時は、その許可を取り消すことができる(水産市場条例第 22 条第 2項

第 3号及び第 4号)」 

しかしながら、「(2) 松山市のこれまでの対応」にも記載の通り、すぐに許可の取り消

しを行うことができず、取り消しまでに未収金の発生時から 1 年以上経過している。 

これは許可取り消しという行政処分を実施するにあたり、必要な手続きを定めた適切

なルールが存在していなかったことに起因している。この手続きのルールを定めた要綱

（「松山市公設水産地方卸売市場に係る行政手続基準要綱（平成３０年３月８日）」及

び「松山市公設水産地方卸売市場仲卸業者に係る行政指導等に関する要綱（平成 30年 7

平成 30 年 7 月 19

日 

水産市場仲卸業

者 Y 社の問題に

対する対応につ

いて 

以下は左記資料の本文からの転載である。 

・平成 29 年 8月 3 日に買受代金の未済（※）により売買差し止め処分。取引停止。 

・平成 30 年 3月に許可取り消し等を定めた「行政手続基準要綱」を策定、同年 4 月 1日より 

施行。 

・平成 29 年 8月末以降、Y 代表者と連絡取れない状況が継続している。 

・平成 30 年 5月 22日に仲卸組合から除名、その後も取引実績なし。 

・平成 30 年 7月に行政指導及び改善措置命令の手続きを定めた要綱の制定、同年 8 月 1日に 

施行。 

平成 30 年 8 月 21

日 

仲卸業者名称変

更等の届出書 

・その後、Y社代表者と連絡が取れない状態が続いていたが、相手方から連絡が有り 8 月 21 

日に面談することになる。その際に代表者から届出書（業務廃止）の提出を受け、仲卸業の 

取り消しとなった。 
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月 20 日）」）の策定に時間を要したために、追加の未収金の発生を 1年以上もの間止め

ることができなかった。 

 

(4) 市の債権徴収に係るルールについて 

本件の未収金が発生した当時（平成 29年 7 月）において松山市において存在した債権

徴収のルールとして「松山市債権管理マニュアル《非強制徴収公債権編》」（以下、本

章において「債権管理マニュアル」とする）がある。債権管理マニュアルには、債権の

区分と事務処理の流れの違い、裁判上の手続きを含めた非強制徴収公債権の回収手続等

が詳細に記載されている。 

また、債権管理マニュアルの作成以前に、市場管理課では関係課と相談をしながら作

成した「市場使用料等の滞納債権発生時の対応マニュアル（平成 27 年 3月 25 日）」

（以下、本章において「対応マニュアル」とする）と「市場使用料等の滞納債権回収ス

ケジュール（平成 27年 3 月 26 日）」があり、本件の未収金についてはこの対応マニュ

アル等に基づいて行動していたとのことである。このマニュアルによると、本件の施設

使用料に係る債権は市税とは異なる「非強制徴収公債権」に該当し、契約に基づく共益

費に係る債権は「私債権」に該当する。 

対応マニュアルには滞納発生時の回収フローが示されており、水産市場条例に基づき

保証金が充当された場合の取消処分についても言及されている。しかしながら、市場と

しては全国的に見ても珍しいとはいえ「失踪」により通知や事情聴取ができない事態を

想定していない不完全なマニュアルであり、市場管理課では関係課と相談、協議しなが

ら対応していた。 

 

(5) 松山市全体における債権の一体的管理について 

 松山市全体における債権の一体的管理、つまり債権の徴収等を一括して管理し各課の債

権滞納の把握や徴収手続きを補完する包括的な対応の有無について松山市に質問をした

ところ、「現行の組織・事務の分掌において、債権の管理・回収は各課の所属長の責任に

おいて対応することとなっており、非強制徴収公債権・私債権について、各課に代わって

法的手続を含む滞納整理を行う専門的な部署、およびルールは存在しません。 

したがって、非強制徴収公債権・私債権の法的手続を含む滞納整理については、税外未

収債権の総合調整を担当する納税課の助言・相談を受けながら、各課において実施するこ

ととなります。そして、債務者の財産状況や債権額、取立てに要する費用を勘案したうえ

で、最終的に、訴訟・強制執行による債権回収を行うとなった場合は、本市における法務

を担当する文書法制課における助言・相談を受けながら、各課において対応することとな

ります。 

なお、本市では、平成 29 年度から、複数債権の一体徴収による効率的・効果的な債権

回収を推進するべく、国税滞納処分の例により滞納処分できる強制徴収公債権について、

一部を納税課へ移管し、市税とあわせて保険料等の強制徴収公債権の滞納者（100名程度）

に対して財産調査・差押等の滞納処分を実施しており、まずは、強制徴収公債権の一体徴

収について対象債権・規模を拡大することとしています。（平成 31 年度以降）」との回
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答を得ている。 

 

(6) 監査の結果 

実施した監査の結果、検出した事項および指摘・意見は以下のとおりである。 

 

（指摘５）問題のある市場関係者を長期間処分できなかったことについて 

前述の「(3) 問題のある市場関係者を処分するルールについて」に記載のとおり、問

題のある市場関係者を処分するルールとして、水産市場条例第 22条に基づく許可の取り

消しがあるが、許可取り消しという行政処分を実施するにあたり、必要な手続きを定め

た適切なルールが存在していなかったため、この手続きのルールを定めた要綱の策定に

時間を要したために、追加の未収金の発生を 1年以上もの間止めることができなかっ

た。 

現市場管理課の上席者及び担当者になってからは決算期をまたぐような長期にわたる

債権未回収と最終的に徴収不能となりうる案件は発生したことはないとのことである

が、徴収期限を過ぎても納付されず未収となるケースはそれまでにも度々あったようで

あり、リスク管理を考えればもっと早くに対策を練って長期未回収となることを想定し

たルール作りをすべきであったと考えられる。 

したがって、本件について問題のある市場関係者に対して条例に基づく適切な処分を

適時に実行できなかったのは行政処分に係る手続きの未整備が原因であったと考えられ

ることから、水産市場条例以外の松山市の条例に基づく罰則規定等が行政手続きの未整

備または整備不良によって実効性のないものとなっていないか、本件を対岸の火事とは

考えずに他の部課においても改めて確かめていただきたい。 

 

（指摘６）市場管理課の債権回収のマニュアルに不備があった点について 

前述の「(4) 市の債権徴収に係るルールについて」に記載のとおり、市場管理課で作

成された市場使用料等の滞納債権発生時における対応マニュアルは、相手方の「失踪」

により通知や事情聴取ができない事態を想定していないマニュアルとなっていた。松山

市の債権管理マニュアルには、債務者の所在が不明となった場合の所在調査の方法やそ

の後の対応方法、取り得る裁判所手続きの種別と各手法の長所・短所等、様々な状況を

想定した対応方針が詳細に定められており、市場管理課では関係課と相談しながら対応

していたものの、結果として不完全なマニュアルに基づく対応だったと言える。 

このような不完全な対応マニュアルに基づいて本件の未収金に対応したために適切な

対応ができなかったと考えられ、今後は松山市の債権管理マニュアルやその他の規則等

に照らして不備がある点を見直すべきである。 

 

（意見 45）松山市全体における債権の一体的管理について 

前述の「(5) 松山市全体における債権の一体的管理について」に記載のとおり、非強

制徴収公債権・私債権について、各課に代わって法的手続を含む滞納整理を行う専門的

な部署、およびルールは存在しないことから、非強制徴収公債権・私債権の法的手続を
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含む滞納整理については、税外未収債権の総合調整を担当する納税課の助言・相談を受

けながら、各課において実施することとなり、最終的に、訴訟・強制執行による債権回

収を行うとなった場合は、法務を担当する文書法制課における助言・相談を受けなが

ら、各課において対応することとなるとのことである。 

しかしながら、国税滞納処分の例により滞納処分できる強制徴収公債権については、

平成 29 年度より複数債権の一体徴収による効率的・効果的な債権回収を推進することと

しており、これに非強制徴収公債権・私債権についてもつけ加えればより効率的・効果

的な債権回収を図れる可能性は大いにあると考えられる。 

非強制徴収公債権・私債権の回収業務を担う部署やルールづくりについては、組織・

事務の分掌の大幅な見直しを伴うものであるとともに、債務者の情報共有を行う際に松

山市個人情報保護条例（直接収集の原則、目的外利用の禁止）の制約を受けることな

ど、組織面・運用面でクリアしなければならない課題があるとの松山市の意見ではある

が、ぜひともそれらの課題を早期にクリアして健全な財政運営に役立つ仕組みを構築し

ていただきたい。 

 

  


